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「第２期愛知県生涯学習推進計画　～自己を高め、地域とつながり、未来を築く生涯学習社会～」（２０１８年３月策定）の基本方針

１　計画策定の背景

　○　未曾有の超高齢社会の中で、地域の中で自立した高齢期を送るための学習機会の充実や活動の場の提供の必要性

　○　子ども・若者の貧困に対応するため、若者の学び直しの機会や就労のための教育を受ける機会などの環境整備の必要性

　○　家庭教育の困難化に対応するため、子の誕生から自立までの切れ間のない保護者への支援や社会全体で家庭を支えるシステムづくりの必要性

　○　家族形態の変化、ライフスタイルの多様化などによる社会のつながりの希薄化

　○　環境・食料・エネルギー・金融・人口問題など世界的な開発制約要因の強まり

　○　雇用環境の変化による職業人の学び直しの機会充実と若者や障害者、高齢者への就業能力向上に対する支援や就業機会の拡大の必要性

　○　外国人県民の増加による文化の相互理解の促進、日本語のわからない方への支援などの多文化共生の地域づくりの必要性

　○　情報環境の変化に応じたＩＣＴ（情報通信技術）を活用した生涯学習の推進と情報リテラシーに係る教育の必要性

２　計画の趣旨

　○　生涯学習の推進に関係する様々な主体に期待される役割の明示

　○　県の生涯学習施策体系の整理と主要事業の内容の明示

３　本県の特色

　○　大学等高等教育機関の集積

　○　企業の積極的な生涯学習支援活動

　○　持続可能な社会づくりに向けた活発な取組
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４　計画の期間

　　　２０１８年度から２０２２年度まで

５　基本理念

　　「自己を高め、地域とつながり、未来を築く生涯学習社会」

６　県の生涯学習施策を展開する５つの基本的な柱

　○　長寿社会を豊かに生きる生涯学習

　○　家庭と地域の教育力を高める生涯学習

　○　職業的自立を高める生涯学習

　○　持続可能な社会づくりを進める生涯学習

　○　生涯学習推進体制づくり

７　計画の目標

　　　基本理念の実現を図るため、計画期間において達成すべき具体的な目標を設定します。
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１　長寿社会を豊かに生きる生涯学習 a 「生きる力」を育む学校教育の充実 . 668,959

b 健康づくり・スポーツ活動の促進 18 317,271

c 芸術・文化の振興 17 629,630

d 高齢期の学びと社会参加活動の促進 5 163,125

２　家庭と地域の教育力を高める生涯学習 e 家庭教育の充実と子育て支援 14 205,892

f 地域の教育力の向上 4 384,383

g 青少年の健全育成 11 17,814

h 食育の推進 3 8,602

３　持続可能な社会づくりを進める生涯学習 i 持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）の推進 2 13,997

j 環境学習・環境活動の推進 20 179,481

k 安心・安全な県民生活の確立 24 55,535

l 人権意識の啓発 4 24,889

m 男女共同参画社会の形成 15 24,041

n 障害者との共生社会づくり 13 682,422

o 多文化共生社会の推進 15 113,431

p 「ものづくり」の継承と発展 6 17,503

４　職業的自立を高める生涯学習 q 若者等に対する職業意識・職業観の醸成 4 100,667

r 職業能力の向上 4 36,471

s 社会人の学び直しの推進 2 7,827

５　生涯学習推進体制づくり t 生涯学習推進体制の充実 2 654

u 学習情報の提供と相談体制の充実 1 7,827

v 人材・団体の育成と調査・研究の推進 2 8,195

w 生涯学習関連施設の充実 16 776,565

202 4,445,181

※ １事業で複数の体系に該当する場合があるため、事業数、予算額は延べ数である。

合　　　　　　計

2020年度愛知県生涯学習推進計画事業の概要（体系別内訳）

５ 本 の 柱
体系
コード ２ ３ の 具 体 的 な 施 策

2020
事 業 数

2020
当 初 予 算 額
（ 千 円 ）
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体　系　別　一　覧 *複数の体系に該当する事業については、最初の体系の目的・内容欄に詳細を記載している。

  １　長寿社会を豊かに生きる生涯学習

a　「生きる力」を育む学校教育の充実

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1
愛知県国際交流協会運営費
補助金（外国人児童生徒日本
語教育推進事業）

外国人県民の永住化・定住化に伴う、外国人児童生徒の増加に対応するため、公立学校での教育体制の充実や、地域でNPO等が行う日本
語教育の支援を進める。
(1)日本語指導員育成事業の実施
(2)外国人児童生徒指導関係者スキルアップ研修の実施
(3)外国人児童及び保護者のための教育相談会の実施

一般県民、学校関係者、
外国人児童生徒向け日
本語教室ボランティア

(公財）県国際交流協会
（補助）

1,926
社会活動推進課
多文化共生推進室

多文化共生推進グ
ループ

2 地域協働生徒指導推進事業

県内12地域に生徒指導推進地域を設け、高等学校が核になり、中学校と緊密な連携を図るとともに家庭・地域と協働して生徒指導を推進
し、社会性を身に付け自立した若者を育成する。
・実践指定校　12校

教員、高校生等 県 611 高等学校教育課 生徒指導グループ

3
あいちＳＴＥＭ教育推進事業
費

本県の「モノづくり産業」を維持・発展させていくため、県立高等学校においてＳＴＥＭに重点を置いた教育を推進し、「モノづくり愛知の未来を
担う理数工学系人材」を育成する。
１　あいちＳＴＥＭハイスクール研究指定事業
２　STEM教材開発支援員派遣事業
３　あいちＳＴＥＭ能力育成事業
　　・あいち科学の甲子園
　　・あいち科学技術教育推進協議会
　　・知の探究講座
　　・技の探究講座
４　あいちＳＴＥＭ教育魅力発信事業
　　・ＳＴＥＭ教育出前講座
　　・航空宇宙ＳＴＥＭ教育講座
　　・先端技術ＳＴＥＭ教育講座

高校生等 県 12,785 高等学校教育課

進路指導グループ
教科・定通指導グ
ループ
職業指導グループ

4 あいちの学校連携ネット

県内全ての大学と連携することにより、高校生に大学の教育に触れる機会を提供したり、大学生が小・中学校の学校現場で子どもたちの学
びを支援したりするなどの取組を推進するため、平成24年３月から運用。
サイトを通じて相互の連携した取組を増やしていくことを目的に、大学側からは高校生などを対象に行う公開講座の情報等を掲載するととも
に、高校・特別支援学校・市町村教育委員会側からは学校現場等で大学生や大学教員の参加をお願いする取組の情報を掲載する。

高校生、大学生、教職員
等

県 188 教育企画課 教育政策グループ

5
学校地域連携教育推進事業
費

〔社会に開かれた教育課程推進事業〕
　社会（地域）と共に学ぶ等のキーワードにより社会に開かれた教育課程に向けての取組を計画・実践する。 小中学校の児童生徒

県
市町村

353 義務教育課
教科指導・人権教育
グループ

6
スクールソーシャルワーカー
設置事業費補助金

児童生徒の置かれた様々な環境に働き掛けて支援を行う「スクールソーシャルワーカー」を設置する市町村に対して経費の一部を補助し、
各市町村における導入促進を図る。 小中学校の児童生徒 市町村 21,203 義務教育課

生徒指導・キャリア教
育グループ

7
スクールカウンセラー設置事
業費

不登校やいじめなどの未然防止、早期発見・早期対応を図るために、児童生徒の臨床心理に関して高度に専門的な知識・経験を有する「ス
クールカウンセラー」を派遣し、学校におけるカウンセリング機能の充実を図る。 小中学校の児童生徒 県 587,580 義務教育課

生徒指導・キャリア教
育グループ

8 キャリア教育推進事業費

社会人、職業人としての基本的な資質や能力を身に付けさせるため、小、中、高、特の発達段階に応じた系統的なキャリア教育を推進する。
　１　キャリア教育会議
　２　キャリア教育推進委員会（小、中）、キャリア教育・就労支援推進委員会（特）
　３　魅力あるあいちキャリアプロジェクト（小、中）
　４　地域ものづくりスキルアップ講座（高）
　５　インターンシップの推進（高）
　６　地域推進会議（高）
　７　地域産業専門講座（高）
　８　キャリア教育コーディネーター活用事業（高）
　９　GAP教育推進講座（高）
１０　あいちの産業担い手育成事業（高）
１１　ふれあい発見推進事業（特）
１２　チャレンジ体験推進事業（特）
１３　新規就労先開拓推進事業（特）
１４　地域就労支援ネットワーク事業（特）
１５　リーフレット作成（特）

小学校高学年、中学校
の全学年、県立学校の
児童生徒

県
市町村

44,313

義務教育課

高等学校教育課

特別支援教育課

生徒指導・キャリア教
育グループ

進路指導グループ
職業指導グループ

指導グループ

668,959計

4



b　健康づくり・スポーツ活動の促進

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1
あいち健康の森健康科学総
合センター管理運営委託費

保健、医療、福祉、生きがい等の総合拠点「あいち健康の森」の中核施設であるあいち健康の森健康科学総合センター（あいち健康プラザ）
の管理運営を株式会社トヨタエンタプライズ・公益財団法人愛知県健康づくり振興事業団共同体及び公益財団法人愛知県健康づくり振興事
業団を指定管理者として指定し、県民の健康づくりを推進する。
■診療所及び関連区域以外の区域
１　健康科学館常設展示事業
　　健康づくりに対する理解と実践への動機づけを目的とし、常設展示及びヘルスサイエンスシアターを運営する。
２　健康科学館教育普及事業
　　健康づくりの普及啓発を一層推進するため、企画展示を行う。
　　企画展示開催　　実施回数　年１回
３　普及啓発事業
　　各種健康づくりの教材や健康づくりイベントを通じて健康づくりに関する情報を提供する。
４　情報サービス事業
　　情報ライブラリーに所蔵する図書及び雑誌等を来館者の閲覧に供する。
■　診療所及び関連区域
１　実践指導事業・健康度評価事業
　　各人の健康度を評価するとともに、個々人に適した処方を提示し、生活習慣の改善を目的とした実践指導コース
　を開催する。
　(1)　１日実践コース　　実施回数　年290回（全９教室）
　(2)　通所型コース　　　実施回数  年28回（週１回又は隔週１回、全10教室）
　(3)　滞在型コース　　　実施回数  年18回（全３教室、各１泊２日）
　(4)　健康度評価        全６コース
２　指導者養成研修
　　健康づくりのための運動習慣を普及させる科学的な知識を持った指導者を育成する。
３　支援指導事業
　(1)　相談支援指導
　(2)　施設外支援指導
　　　 運動指導50回、生活習慣病予防指導30回、体力チェック10回
　(3)　施設内支援指導
４　教育普及事業
　　健康づくりの普及啓発を一層推進するため、講演会、教育プログラム等の事業を行う。
　(1)　公開講座開催　　　　　　ア　実施回数　年６回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 イ　定員　 253人
　(2)　健康科学教室開催　　  ア  実施回数  年21回
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 イ  定員    40人程度
　(3)　学校教育支援事業　　　　　実施回数　年50回

一般県民

県(株式会社トヨタエンタ
プライズ・公益財団法人
愛知県健康づくり振興事
業団共同体及び公益財
団法人愛知県健康づくり
振興事業団を指定管理
者として指定）

59,185 健康対策課 健康プラザグループ

2
あいち健康の森薬草園管理
運営事業費

「あいち健康の森」に整備した薬草園について、薬用植物の活用を通じて心とからだの健康づくりに対する意識の向上を図ることを目的に、
身近な薬草、ハーブを活用した講座や体験型イベント等を開催し、自然との共生や薬・食の学び場づくり、子どもから高齢者まで誰もが楽し
める魅力ある薬草園を目指す。

一般県民
県（愛知県薬剤師会・日
誠グループを指定管理
者として指定）

22,196 医薬安全課 監視グループ

3 教員の研修

学習指導要領の趣旨や内容を十分理解し、児童生徒が生涯にわたって運動に親しむ資質や能力を育てられるよう、体育担当教員及び運動
部活動指導者を対象とした研修を行う。
・体育担当者会
・学校体育実技講習会
・体育スポーツ実践講座
・武道指導者養成講習会
・学校体育実技武道認定講習会
・運動部活動指導者研修会

教員 県 1,034 保健体育課 学校体育グループ
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NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

4 健康教育活動推進事業

県民が自発的な健康づくりに取り組めるよう、健康づくりに関する知識普及のための健康教育講座を開催するとともに、県内の健康づくり情
報の一元化を図り、「県民の誰もが、いつでも、どこででも」正しい健康情報を得られるWEBサイトシステム「健康情報ポータルサイト　あいち
健康ナビ」を管理・運営するための事業を（公社）愛知県医師会に委託し実施する。

一般県民
県（公社）愛知県医師会
へ委託）

14,749 健康対策課 健康づくりグループ

5
たばこ対策指導者養成講習
会

禁煙支援・喫煙防止教育を実践する関係者に対して、指導者として必要な知識や技術を習得するための講習会を開催し、地域におけるたば
こ対策の推進を図る。 市町村・企業等の禁煙

支援担当者、学校保健・
喫煙防止教育担当者等

県 235 健康対策課 健康づくりグループ

6 受動喫煙防止対策研修会

受動喫煙防止対策を実践する関係者に対して、必要な知識や技術を習得する研修会を開催し、地域におけるたばこ対策の推進を図る。
市町村、健康増進法第
25条規定対象施設管理
者等

県 218 健康対策課 健康づくりグループ

7
健康増進活動支援事業費（あ
いち健康マイレージ事業）

県民が運動や食事などの生活習慣改善への取組を実践したり、健診の受診や各種健康講座、地域活動などに参加することによりポイントを
獲得でき、一定のポイント獲得者には県内の協力店で様々な特典が受けられる「健康マイレージ」制度を導入することで、県民が生涯を通じ
て自主的・積極的に健康づくりに取り組む動機付け及び環境整備を推進する。

一般県民
県（市町村との協働事
業）

1,518 健康対策課 健康づくりグループ

8
慢性腎臓病（CKD)普及啓発
事業

一般県民に対して、慢性腎臓病（CKD）の知識普及を図るための啓発キャンペーンを開催し、腎臓・腎不全、血液透析・腹膜透析、腎移植等
をテーマとしたミニセミナーの実施と、健康相談・血圧測定・お薬相談・塩分チェックを行う。 一般県民

県（（公財）愛知腎臓財
団へ委託）

615 健康対策課 健康づくりグループ

9
食生活改善推進員指導者育
成事業

食生活を中心とした健康づくり活動を行う食生活改善推進員に対し、最新の知識・技術を習得させるための研修を行い、地域の栄養改善の
普及を図る。
■食生活改善推進員指導者養成研修会
１　対象者
　　県及び市町村で養成された食生活改善推進員
２　回数
　　年５回
３　内容
　　健康づくり理論（栄養・運動・休養）
　　調理の理論・実習等

一般県民 県 552 健康対策課 歯科・栄養グループ

10 食育推進協力店登録事業

飲食店等において栄養成分表示や情報提供を行うことで、県民の健康づくりや食育の推進を図る。
１　対象施設
　　飲食店、給食施設等食堂、コンビニエンスストア等小売店、その他飲食物を取り扱う店舗
２　事業内容
　(1)　情報提供のお店
　　　 県が発行する健康や食生活、食育に関するリーフレットや冊子等を利用者に提供する施設
　(2)　栄養成分表示
　　　 提供、販売する飲食物に対し栄養成分を表示する施設
３　普及啓発
　(1)　栄養成分表示の方法や活用方法など、食育推進協力店についての理解を得るための研修会、講習会を登録
　　　店や利用者に対して開催
　(2)　県及び保健所ホームページへの掲載やマスメディア、配布物等により県民に情報提供を行う

飲食店等 県 670 健康対策課 歯科・栄養グループ

11 福祉生きがいセンター費

高齢者が健康で、生きがいを持って活発な社会活動ができるよう（社福）愛知県社会福祉協議会福祉生きがいセンターに各種事業を委託し
て実施。
■あいちシルバーカレッジ
　 高齢者に学習の機会を提供することで学習意欲を助長し、もって高齢者の生きがいと健康づくりの促進を図ると
　 ともに、地域における社会活動の中核となる人材を養成することを目的とする。
・修学年限１年（年間約30日間）　・会場５箇所（名古屋Ａ・Ｂ、豊橋、岡崎、一宮、東海）
・文化教養学科及び生きがい健康学科（ただし、豊橋、岡崎、一宮は文化教養学科のみ、東海は生きがい健康学科
　のみ）
・定員計630人
■生き生き長寿フェアの開催
　 高齢者の生きがい・健康づくり世代間交流を目的としてマラソン、ウォークラリー大会等健康イベントを実施する。
■全国健康福祉祭（ねんりんピック）への愛知県選手団派遣
■長寿情報提供事業
　 高齢者が中心となっている地域活動やサークルの情報収集を行いインターネット等で情報提供を行う。

一般県民
（シルバーカレッジ及び
全国健康福祉祭は、 県
内在住の60歳以上）

県((社福)愛知県社会福
祉協議会へ委託）
団体（補助）

48,381 高齢福祉課
生きがい・福祉医療
グループ

12
総合型地域スポーツクラブ推
進事業

県民の誰もが、いつでも、どこでも、いつまでもスポーツに親しむことのできる生涯スポーツ社会の実現のため、「総合型地域スポーツクラブ」
の育成を支援する。また、この役割を担う広域スポーツセンター事業の推進を図る。
１　総合型地域スポーツクラブ育成推進本部会議等の開催
２　広域スポーツセンター運営委託事業（公益財団法人愛知県教育・スポーツ振興財団へ委託）
　(1)クラブマネジメント情報交流セミナー
　(2)スポーツリーダー交流セミナー
　(3)地域スポーツリーダースキルアップ事業　等

一般県民
県、県（公益財団法人愛
知県教育・スポーツ振興
財団へ委託）

1,328 スポーツ課
普及・育成・障害者ス
ポーツグループ
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NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

13
県立学校スポーツ開放運営
事業

公共スポーツ施設が不足している状況下において、地域住民の体力の向上及び健康増進を図ることを目的として、学校教育活動に支障の
ない範囲において、県立学校施設を開放し行う。
１　運営委託事業（公益財団法人愛知県教育・スポーツ振興財団へ委託）
２　県立学校施設補修事業（グラウンド等補修など）

一般県民
県、県（公益財団法人愛
知県教育・スポーツ振興
財団へ委託）

3,739 保健体育課 学校体育グループ

14
森林公園指定管理者自主事
業

森林公園において、フィットネス教室等を開催する。
一般県民 団体 0 林務課 県有林グループ

15
あいちトップアスリート発掘・
育成・強化事業

　2026年に開催するアジア競技大会やオリンピック等の国際大会で活躍できる地元選手の発掘・育成を図るとともに、2026年アジア競技大
会に向けた選手強化事業と一体的に実施することで、愛知県ゆかりの選手を多数輩出し、大会の盛り上げを図るとともに、県民のスポーツ
への関心を高め、スポーツの裾野を広げることで「スポーツ王国あいち」の実現を目指す。
(1)　あいちトップアスリートアカデミー事業
　小中学生を中心に愛知県全域からスポーツ能力に長けた子供たちを発掘する。発掘したアカデミー生には、各競技団体等と連携して実技
を中心とした競技体験（専門競技）プログラムや講義を中心としたスポーツ教養プログラムを受講させ育成する。なお、事業修了後は体力測
定の結果や競技団体による評価を基に面談を実施して、適性に応じた競技に導く。
(2)　2026年アジア競技大会等選手強化事業
　日本代表レベルの競技力を有する22歳以下の選手を対象に、競技用具費や遠征費等の強化費を補助する。パラアスリートは、経済的負
担も大きいことから年齢制限を設けず、500千円を上限として強化費を補助をする。

小学生、中学生、高校
生、大学生、社会人、トッ
プアスリート

県 101,238 スポーツ課
普及・育成・障害者ス
ポーツグループ

16 子どもスポーツふれあい事業

親子（小学生）を対象として、オリンピック選手などのトップアスリートと共に運動に親しむスポーツ体験講座を開催し、子どものスポーツや運
動に対する興味関心を高め、体力の向上を図る。
１　期　日　　令和2年8月（予定）
２　会　場　　県内4会場で実施予定（西尾張、東尾張、西三河、東三河）
３　講　師　　オリンピック選手などトップアスリート
４　参加者　 各会場　親子100組（200名）

一般県民
（親子）

県 2,712 保健体育課 学校体育グループ

17
マラソンフェスティバルナゴ
ヤ・愛知開催費負担金

愛知の魅力を全国・世界に発信するため、マラソンフェスティバル　ナゴヤ・愛知への支援を行う。
■マラソンフェスティバル　ナゴヤ・愛知2020
１　開催日　　令和2年3月6日（金）～8日（日）
２　競技種目※2019大会の状況
　（1）名古屋ウィメンズマラソン    女子フルマラソン（22,000人）
　（2）名古屋ウィメンズホイールチェアマラソン　　女子車いすクオーターマラソン（10名程度）
　（3）名古屋シティマラソン　男女ハーフマラソン（10,000人）男女クオーターマラソン（5,000人）チャレンジラン（3,000人）
３　コース※2019大会の状況
　　名古屋市内マラソンコース⇒女子フル、女子車いすクオーター、男女ハーフ、男女クオーター
　　ナゴヤドーム敷地内⇒チャレンジラン

一般県民
マラソンフェスティバル
ナゴヤ・愛知実行委員会

55,000 スポーツ課 企画グループ

18
勤労者スポーツ大会開催費
負担金

勤労者がレクリエーション・スポーツを通じて、健康の増進と参加者相互の交流を図ることを目的として開催する。
１　期日　　令和2年10月(予定）
２　場所　　愛・地球博記念公園（予定） 他に地区予選を実施
３　主催　　愛知県勤労者スポーツ大会実行委員会
４　参加者数　　5,000人
５　種目　　マラソン、ソフトボール、レクリエーションゲーム、スタンプラリーの４種目
６　その他　　　　上位入賞者（チーム）に知事賞を授与

勤労者とその家族 県、団体 3,901 労働福祉課 勤労福祉グループ

317,271計
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c　芸術・文化の振興

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1
公立大学法人運営費交付金
の交付

愛知県公立大学法人の業務運営の財源として、運営費交付金を交付する。

■愛知県公立大学法人における主な生涯学習推進計画事業
１　 公開講座（県立大学）、芸術講座（県立芸術大学）
２　 演奏会（県立芸術大学）…定期演奏会、卒業演奏会、オペラ公演、学内演奏会など
３　 卒業・修了制作展（県立芸術大学）
４　 芸術資料館・サテライトギャラリーにおける展覧会（県立芸術大学）…収蔵品展、美術学部教員展、学生作品展など
５　 科目等履修生制度の実施（県立大学、県立芸術大学）
６　 法隆寺金堂壁画模写展示館展覧会（県立芸術大学）
７　 サテライトキャンパスにおけるリカレント教育の実施（県立大学）
８　 学術講演会（県立大学）
９　 認定看護師教育課程の実施（県立大学）
10　現職教員等に対する研修等の実施（県立大学）

１～６：一般県民
７・８：一般県民、学生
９：看護師
10：現職教員等

愛知県公立大学法人
4,788,318

：計から除く
学事振興課

公立大学法人グルー
プ

2
県陶磁美術館／地域連携に
ぎわい創出事業

リニモ沿線を始め地域の各文化施設等と連携して、地域の活性化や陶磁美術館のにぎわい創出を図るため、①企画展の内容に則したワー
クショップ②近隣の中学校によるラウンジコンサート等を行う。 一般県民 県 287 文化芸術課 振興グループ

3
県陶磁美術館／常設展・企画
展・特別展・テーマ展示

陶磁文化の振興及び陶磁器に関する文化財の保存並びに県民の陶芸に対する教養の向上を図り、もって県民の陶磁文化に触れる場を提
供する。
■特別展
(1)「Ｔｈｅ　備前　－土と炎から生まれる造形美－」
(2）「ＹＡＹＯＩ・モダンデザイン －ニッポンの美、ここに始まる－」
■企画展
(1)「異才　辻晉堂の陶彫 －「陶芸であらざる」の造形から－」
(2)「日本陶磁の源・陶邑窯－猿投窯の前に立ちはだかった巨大な壁－」
(3)「海洋文明 －中国 雲南省博物館所蔵品展－」
■常設展
 (1)日本と世界のやきもの　　(2)現代の陶芸　　(3)もっと伝えたい　愛知のやきもの　 (4)陶磁のこま犬百面相　　等

一般県民 県 62,426 文化芸術課 振興グループ

4 あいちトリエンナーレ事業

県民や、芸術関係者、ＮＰＯ、企業、市町村等と幅広い連携・協働を図りながら、愛知から文化芸術を世界へ発信する国際的な芸術祭（あい
ちトリエンナーレ）を３年ごとに定期的に開催する。

一般県民
あいちトリエンナーレ実
行委員会

12,377
文化芸術課
トリエンナーレ推進
室

調整グループ

5
文化活動の支援（文化活動事
業費補助金）

県民の自主的・自発的な文化活動を支援するため、団体の自発的な文化活動事業に対して支援を行う。
■企画提案事業、文化芸術すそ野づくり事業、後継者育成事業
　 文化活動団体が行う各種文化活動や後継者育成などに対し助成を行う。

文化活動団体 団体（補助) 25,000 文化芸術課 企画グループ

6 文化団体奨励費

芸術文化団体が開催する公演や展覧会において、優れた成績を収めた個人及び団体に対し、教育委員会賞として楯と賞状を交付する。
・楯　　 　　75点
・賞状　　210枚 一般県民 県 143 生涯学習課

生涯学習推進グルー
プ

7
児童生徒ふれあい文化活動
推進事業費

高校生の文化活動の成果を発表する場を提供し、部活動の活性化を図るとともに、文化部活動に参加している生徒相互の交流を進める。
■アートフェスタ
　 文化活動で日々努力を重ね、その成果を広く認められた高校生等の発表会を開催する。
　 開催日：令和2年8月22日～23日（舞台部門・パネル部門）
　　　　　     令和2年8月22日　　　　  （文芸部門）
　　　　　     令和2年8月18日～23日 （展示部門）

高校生・一般県民 県、県高文連 3,186 生涯学習課
生涯学習推進グルー
プ

8
あいちアール・ブリュット推進
事業

障害者の芸術・文化活動を通して、障害者の社会参加と障害への理解促進を図るため、「あいちアール・ブリュット展」を開催する。
・「あいちアール・ブリュット障害者アーツ展」において作品展や舞台・ステージ発表、トークイベント等の開催
・「あいちアール・ブリュットサテライト展」において作品展、トークイベントの開催
・「あいちアール・ブリュットサテライト優秀作品特別展」において作品展の開催
・芸術大学の教員等が障害者支援施設等を訪問し、造形活動等の実施する出前講座の開催
・全国障害者芸術・文化祭おおいた大会への作品出展
・企業や大学等と連携した作品展示等の地域連携事業の実施

一般県民 県 6,453 障害福祉課
社会参加推進グルー
プ

9
障害者芸術文化活動普及支
援事業費補助金

障害者の芸術・文化活動を通して、障害者の社会参加と障害への理解促進を図るため、障害のある方の芸術文化活動の支援拠点となる
「障害者芸術文化活動支援センター」を設置し、相談支援や人材育成、情報発信等、障害者の芸術文化活動に携わる施設職員等への支援
を行う。

一般県民 団体（補助） 6,550 障害福祉課
社会参加推進グルー
プ
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NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

10 ふるさと遺産サポート事業費

文化財の保護・継承及び後継者育成のために、民俗芸能や天然記念物などを通じて文化財の普及活用や地域の活性化を図る。
１　あいち文化遺産保存活用推進事業費
　・「愛知県民俗芸能大会」６団体出演
　・「伝統文化出張講座」小・中学校５校、１日（２時間）×３日
２　天然記念物樹勢回復事業費

小・中学生
一般県民

県、市町村 1,153
生涯学習課
文化財保護室

保護・普及グループ

11
あいち山車まつり活性化事業
費

「あいち山車まつり日本一協議会」の取組を支援することにより、愛知の山車まつりの魅力を広く発信する。
１　「あいち山車まつり日本一協議会」負担金
　　総会・研修会、シンポジウム及び公開イベントの開催、ホームページの運営、クラウドファウンディング活用サポート
２　あいち山車まつり活性化事業推進活動費
３　文化庁補助金・文化遺産総合活用推進事業
　　あいち山車文化魅力発見講座の開催
　　山車文化こども伝承講座、山車文化こども芸能大会

一般県民、保存団体 県、団体 5,358
生涯学習課
文化財保護室

保護・普及グループ

12
（仮）歴史資料普及・啓発事業
（講演会、講座）

県史収集資料を中心とした公文書館の所蔵する歴史資料を、より多くの県民に知っていただき継続的に活用されるように、普及・啓発事業を
実施する。 一般県民 県 330 法務文書課 公文書館グループ

13
戦争に関する資料館運営費
負担金の交付

「愛知・名古屋 戦争に関する資料館」を管理・運営する戦争に関する資料館運営協議会への運営費負担金を交付する。

【「愛知・名古屋 戦争に関する資料館」の概要】
　県民の皆様から寄せられた、戦争に関する実物資料の展示を行うことにより、戦争体験を次の世代に引き継ぎ、戦争の残した教訓や平和
の大切さを県民が学ぶことで、平和な社会の発展に寄与することを目的とする施設
・戦争に関する資料の常設展示（展示替え 年3回）
・団体見学対応
・戦争に関する資料及び戦争体験ビデオの貸出
・県内小中学校への戦争体験者（語り部）の派遣（平成30年度 10校）
・夏休み特別企画事業
　　戦争体験談を聞く会（小中学生向け、令和元年度 8回）
　　原爆被災体験談を聞く会（一般向け、令和元年度 1回）
　　専門家による特別講座（一般向け、令和元年度 3回）
・戦争遺跡ツアー(一般向け、令和元年度 1回)

一般県民
小学生
中学生
高校生
大学生

県、戦争に関する資料館
運営協議会

5,603 県民総務課
総務・企画・広報グ
ループ

14

清洲貝殻山貝塚資料館管理
費（令和2年度よりあいち朝日
遺跡ミュージアム管理運営事
業費に名称変更）

国より重要文化財の指定を受けた朝日遺跡出土品の公開展示を行い、東海地方を代表する弥生時代の遺跡である朝日遺跡の周知を図る
とともにに国史跡である貝殻山貝塚の保存・管理を行う。
１　資料館施設・史跡管理
２　展示・体験講座の開催

小・中学生・高校生、一
般県民

県 4,750
生涯学習課
文化財保護室

管理グループ

15
あいち朝日遺跡ミュージアム
管理運営事業費

愛知を代表する朝日遺跡の魅力を発信するため、資料館を拡充整備する。
１　新資料館展示製作・工事費
２　新資料館設備等設置工事費
３　史跡整備工事費
４　既設復元住居改修工事費
５　既設資料館展示工事費

小・中学生・高校生、一
般県民

県 495,439
生涯学習課
文化財保護室

管理グループ

16
子供読書活動推進支援事業
費

平成３１年２月に策定した「愛知県子供読書活動推進計画（第四次）」に基づき、子供が自主的に読書活動ができるように取組を推進する。
■「愛知県子供読書活動推進協議会」の設置
　　子供の読書活動を推進していく上で、必要な体制の整備や協働のあり方について検討し、設置目的に沿った事業の企画、実施を行う。
■「愛知県子供読書活動推進大会」の開催
　　地域や学校等での活動の核となる人材の育成及びネットワーク化を図るための推進大会を開催する。
　　開催時期：令和２年11月上旬
■「高校生ビブリオバトル愛知県大会」の開催
　  高校生の読書への興味・関心を高め、不読率改善を図るため、ビブリオバトルの県大会を開催する。

子供の読書活動関係機
関・団体、一般県民、高
校生

県 569 生涯学習課
生涯学習推進グルー
プ

17 図書館活動指導費
読書活動を奨励し、県民の読書意欲の向上と、図書館及び各社会教育施設の利用の増大を図るとともに、県民の教養と文化の発展を図
る。 一般県民 県 6 生涯学習課

生涯学習推進グルー
プ

629,630計
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d　高齢期の学びと社会参加活動の促進

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1 福祉生きがいセンター費

b参照
一般県民
（シルバーカレッジ及び
全国健康福祉祭は、 県
内在住の60歳以上）

県((社福)愛知県社会福
祉協議会へ委託）
団体（補助）

48,381 高齢福祉課
生きがい・福祉医療
グループ

2
「まちの達人」の地域活動に
対する支援

高齢者の地域活動のリーダーとして平成18年度から20年度までの３年間で養成した「まちの達人」が、それぞれの技能や得意分野を地域で
生かす自主的な活動ができるよう支援する。 まちの達人 まちの達人各地区会 0 高齢福祉課

生きがい・福祉医療
グループ

3 生涯学習推進事業費

生涯学習推進センターにおいて、生涯学習情報システム「学びネットあいち」による学習情報の提供など、県民の学習活動を総合的に推進
する。
■生涯学習推進センターの概要
　 場　所　　名古屋市中区三の丸３－２－１（東大手庁舎２階）
　 業　務　　情報ラウンジ、研修室、視聴覚室、メディア実習室を活用した学習情報の提供、研修の実施等
　 運　営　　（公財）愛知県教育・スポーツ振興財団
　 内　容　　本県の生涯学習推進のための中核的施設として学習情報の提供や多様な主体との連携など、生涯学習に関する施策を広域
　　　　　　的・専門的に推進する。
　　　  　　１　学びネットあいちの運営
　　　　　　２　県立学校、大学と市町村との連携促進
　　　　　　３　団体やＮＰＯなどの参加によるフォーラムの開催
■リカレントフォーラム事業費
　 リカレント教育について理解を深めるためのフォーラムを開催することで、大学等高等教育機関や県民の意識啓発を図る。
　 ・年１回開催

一般県民、市町村職員、
高等教育機関関係者

県、団体 7,827 生涯学習課
生涯学習推進グルー
プ

4 生涯学習指導者研修費

生涯学習行政担当職員、公民館職員、社会教育主事等、生涯学習の分野で指導的・専門的立場にある人々に対する研修を実施するほか、
県教育委員会に社会教育主事を配置するため、その資格を取得させる。
・生涯学習・社会教育担当者研修会費
・社会教育主事資格取得講習受講費

市町村生涯学習担当
者、社会教育施設職員

県 368 生涯学習課
生涯学習推進グルー
プ

5 老人クラブ運営助成等

■市町村老人クラブ活動等事業
　 高齢者を主体とする相互の生活支援という観点から、高齢者の生きがいと健康づくりに関する活動・事業を推進し
　 ている「老人クラブ（地域を基盤とする高齢者の自主的な組織）」、「市町村老人クラブ連合会（老人クラブの市町村
　 ごとの集合体）」に対し、助成することにより、明るい長寿社会の実現と福祉の向上を図る。
■高齢者相互支援事業
　 老人クラブ会員が地域の一人暮らし高齢者等の世帯を訪問し、日常生活支援を行う友愛訪問活動のモデル事業
　 の実施及び事業の普及啓発を行う愛知県老人クラブ連合会に対し助成を行う。

一般県民(60歳以上）
市町村（補助）
団体（補助）

106,549 高齢福祉課
生きがい・福祉医療
グループ

163,125計
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２　家庭と地域の教育力を高める生涯学習

e　家庭教育の充実と子育て支援

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1 家庭教育企画委員会

家庭教育事業全体の総合的な推進を図るために、学識経験者始め各方面の専門家による委員会を開催し、当面する家庭教育上の諸問題
について、調査・研究を行う。
・委員10名、年３回

子を持つ県民 県 153 生涯学習課
家庭教育・地域連携
支援グループ

2
インターネット適正利用促進
事業

青少年のインターネット利用における問題について、インターネットの危険性やフィルタリングの重要性を認識し、インターネット利用に係る家
庭内のルールづくり等の具体的な行動に踏み込めるよう、支援を行う。また、スマートフォン等の利用に伴う危険性を、広く県民に周知するた
め、啓発活動を行う。

幼稚園、保育園、
小中高校生の児童・生
徒及びその保護者、教
員等

県（事業者へ委託） 18,880 社会活動推進課 青少年グループ

3
あいちっこ「親の育ち」応援事
業

親の育ちを応援し、家庭の教育力の向上を図るために、子育てネットワーカーを地域に派遣して、乳幼児から小中学生までの子供を持つ保
護者を対象として、「あいちっこ『親の学び』学習プログラム」を活用した家庭教育研修会を実施する。また、講師として地域で活動できるよう
な子育て支援者の育成に向け、研修を行う。

子を持つ県民 県 442 生涯学習課
家庭教育・地域連携
支援グループ

4 家庭教育相談員設置事業

家庭教育コーディネーターを設置し、不登校を中心とする家庭教育上の課題を抱える家庭を訪問し、保護者に対し個別の相談・助言を行い、
健全な児童生徒の育成を図る。
・県教育委員会及び各教育事務所・支所　　計17名
・業　務
　(1)相談活動
　　　電話相談・通信相談も併用、原則として小学生から中学生の保護者を対象
　(2)家庭教育推進
　　　市町村教育委員会、子育て支援部局、幼稚園・保育園、小中学校等を訪問し、子育てネットワーカーを活用した
　　　「親の学び」家庭教育研修会に関する連絡・調整を実施
　　　また、企業に対して、家庭教育を支援する職場づくりを啓発

家庭教育上課題を抱え
る児童生徒とその保護
者

県 55,719 生涯学習課
家庭教育・地域連携
支援グループ

5 家庭教育支援員活動事業

不登校児童生徒の話し相手、遊び相手となることを通して、家庭内における児童生徒の心の安定を図るために、兄や姉に相当する世代の大
学生をホームフレンドとして、不登校児童生徒の家庭に派遣する。
・各教育事務所・支所　　計22名

家庭教育上課題を抱え
る児童生徒とその保護
者

県 637 生涯学習課
家庭教育・地域連携
支援グループ

6 子どもの学習・生活支援事業
生活困窮世帯等の子どもに対する学習支援や居場所の提供を実施する。 生活困窮世帯等の子ど

も
県 70,980 地域福祉課

子ども未来応援グ
ループ

7 子どもの生活・学習支援事業
ひとり親家庭の子どもに対する生活習慣の習得支援、学習支援等を行い、ひとり親家庭の子どもの生活の向上を図る。

一般県民　　　　　　　 市町村（補助） 49,169 児童家庭課 家庭福祉グループ

8 子どもの貧困対策啓発事業

・学習支援ボランティア募集周知促進事業
Ｗｅｂページ「あいちの学校連携ネット」を活用して、市町村教育委員会等が実施する小中学校での学習支援や不登校の子どもの支援などを
行う学生ボランティアの募集情報などを掲載し、広く周知する。
・教育相談事業等周知促進事業
いじめの問題や家庭教育、また昨今の子どもの貧困問題など児童生徒や保護者が抱える様々な悩みを学校や地域とともに解決していくこと
を目的とする取組として「教育相談事業等周知促進キャンペーン」を実施し、県教育委員会が設置する各種相談窓口を広く周知する。

大学生
小学生～高校生とその
保護者
一般県民等

県 624 教育企画課 教育政策グループ

9 男性の育児参加促進事業

■父親の子育てへの参加意識の高揚を図るため、妊娠・出産・育児において父親に望まれるサポートについての知識や赤ちゃんのお世話
のコツ、困ったときのQ＆Aなどを紹介する「子育てハンドブック お父さんダイスキ」をインターネットで公開するとともに、スマートフォン向けア
プリケーションの配信を行う。
■家事・育児等における家族の相互理解を促すため、啓発冊子の配布等による啓発を行う。

一般県民 県（委託） 3,852 子育て支援課 計画・推進グループ

10 子ども会連絡協議会補助金
子ども会を組織し、子ども会活動の活発化を図っている愛知県子ども会連絡協議会へ運営費の一部を補助することにより、児童の健全育成
の助長を図る。 一般県民 団体（補助） 600 子育て支援課 計画・推進グループ

11
地域に根ざした家庭教育支援
推進事業

市町村を超えた情報交換や、地域におけるきめ細かな家庭教育支援の方策について検討することにより、地域での家庭教育支援活動の具
体的な推進に資する。

子を持つ県民、子育て
ネットワーカー、子育て
支援者、各市町村子育
て支援担当者

県 443 生涯学習課
家庭教育・地域連携
支援グループ

12
子育て応援の日（はぐみん
デー）普及啓発事業

毎月19日の「子育て応援の日（はぐみんデー）」をきっかけに、できることから子育てを応援する取組を行うことを呼びかけ、社会全体で子育
てを応援する機運の醸成を図るため、はぐみんデー普及推進強化月間である11月に、はぐみんデーの普及を目的とした啓発活動を行う。 一般県民 県 883 子育て支援課 計画・推進グループ

13 「家庭の日」県民運動事業費

家庭が担う役割の重要性について認識を高め、親子の対話のある明るい家庭づくりを推進するための運動を展開する。
・家庭の日　　毎月第３日曜日
・強調月間　　２月１日～２月28日 青少年及び一般県民

県、愛知県青少年育成
県民会議

159 社会活動推進課 青少年グループ
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NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

14 職場内家庭教育推進事業

仕事で家庭教育に関する研修会等に参加できない保護者に対して学習の機会を提供するとともに、男性も女性も協力して家庭教育にあた
ることの重要性について認識を深めるために、企業が開催する研修会等に家庭教育に関する講師を派遣し、家庭教育研修会を実施する。
・年５回 企業等に勤務する県民 県 3,351 生涯学習課

家庭教育・地域連携
支援グループ

205,892

f　地域の教育力の向上

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1 地域学校協働本部推進事業

地域と学校がパートナーとして、共に子供を育て、共に地域を創る活動を支援する。
・地域学校協働本部推進会議の開催（年４回）、コーディネーター等研修会（年７回）
・放課後子ども総合プラン推進委員会の開催（年２回）
・市町村が実施する「地域未来塾」に対し事業費の２／３を補助

小中学生等、地域住民
県
市町村（補助）

21,368 生涯学習課
家庭教育・地域連携
支援グループ

2 放課後子ども教室推進事業

子供が地域社会の中で、心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進するために、放課後や週末等における小学校の余裕教室等を活用し
た子供の活動拠点（居場所）を設け、地域住民の参画を得て、様々な体験活動や学習機会の提供、地域住民との交流活動等の取組を実施
する。
・市町村が実施する「放課後子ども教室」等に対し事業費の２／３を補助

小学生等、地域住民
県
市町村（補助）

362,866 生涯学習課
家庭教育・地域連携
支援グループ

3 小中学校ＰＴＡ指導者研修会

青少年の健全育成、教育環境の改善、家庭の教育力の向上等、小中学校のＰＴＡの在り方についての研究を深めることを目的として、各小
中学校ＰＴＡ指導者を対象に研修会を開催する。
・県内８地区、各１回
・内容：講演会、事例発表等

小中学校ＰＴＡ指導者 県、団体 104 生涯学習課
家庭教育・地域連携
支援グループ

4 高等学校PTA指導者研修会

青少年の健全育成、教育環境の改善、家庭の教育力の向上等、高等学校のＰＴＡのあり方についての研究を深めることを目的として、各高
等学校のＰＴＡ指導者を対象に研修会を開催する。
・年１回
・内容：講演会、シンポジウム　等

公立高等学校・特別支
援学校ＰＴＡ会員

県、団体 45 生涯学習課
青少年教育・女性指
導者支援グループ

384,383

ｇ　青少年の健全育成

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1
子ども・若者育成支援地域
ネットワーク形成促進事業

教育、福祉、保健、医療等各分野が連携し、若年無業者、ひきこもり等困難を抱える子ども・若者を総合的かつ継続的に支援する「子ども・若
者支援地域協議会」等の支援ネットワークの形成を促進する。また、あいち子ども・若者育成計画2022」に基づく施策推進のため、子ども・若
者の社会形成への参画を促し、未来をつくる子ども・若者の活躍を後押しする。

行政
支援機関
民間支援団体
一般県民　等

県 2,172 社会活動推進課 青少年グループ

2 若者・外国人未来応援事業

学校教育から切れ目のない学習支援及び相談・助言の実施により、困難を抱えた子供・若者や外国人の社会的自立を目指す事業を実施す
る。
・学習支援　県内7地域
・日本語学習支援　県内3地域

中学校卒業後の進路未
定者、高校中退者、日本
語支援が必要な外国人

県、団体（委託） 12,592 生涯学習課
青少年教育・女性指
導者支援グループ

3
青年団体指導者研修会
(県青年講座）

子供たちの「社会を生き抜く力」を育む体験活動の指導者を育成する講座を実施し、青少年団体やＮＰＯ等、地域社会の担い手として活躍す
る青年リーダーを育成するとともに、実践者同士のネットワークづくりを目指す。
・全5回
・講義、実習、フィールドワーク

青年（青少年教育活動
従事者等）

県 178 生涯学習課
青少年教育・女性指
導者支援グループ

4
青年文化活動
（県青年文化活動発表会）

青年による文化活動の奨励向上を図り、健全な地域社会の構築に寄与するために、活動の成果発表の機会として文化活動発表会を開催す
る。（全国青年大会の県代表選考会を兼ねる。） 青年団体構成員等 県、団体 16 生涯学習課

青少年教育・女性指
導者支援グループ

5
少年の主張愛知県大会開催
費

青少年の社会性や自主性を養い、連帯感や社会規範を学ばせるため、青少年自らが考え、発表できる場として「少年の主張愛知県大会」を
開催することにより、社会参加活動意識の高揚を図る。
■少年の主張愛知県大会の開催
　 少年が日ごろ生活を通じて考えていることなどを訴える。
　 ・開催日　令和２年８月27日（木）
　 ・会　場　 蒲郡市民会館中ホール

中学生及び一般県民
県、愛知県青少年育成
県民会議

132 社会活動推進課 青少年グループ

計

計
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NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

6
青少年の非行・被害防止に取
り組む県民運動/非行防止活
動推進費

青少年の非行・被害防止に取り組む県民運動（夏期、冬期）において、全県をあげて非行・被害防止活動に取り組むとともに、青少年の非行
防止に関する啓発活動を行う。
・夏期強調期間　　７月、８月
・冬期強調期間　　12月20日～１月10日

一般県民
県、愛知県青少年育成
県民会議

50 社会活動推進課 青少年グループ

7 立ち直り・被害少年支援対策

家庭、学校、交友等の周囲の環境や自身に問題を抱えた少年について、健全な立ち直りを支援するために、スポーツ活動、ボランティア活
動等へ参加できるような「居場所づくり活動」や「家庭修復支援」などを実施し、被害少年に対しては、再び被害に遭うことのないよう継続的な
支援を実施する。

少年、保護者 県 2,123 少年課 少年サポート係

8 非行防止ポスターコンクール

中学生に対して非行防止をテーマとしたポスターを作成する機会を提供し、非行問題について考えさせることにより、その規範意識を高め、
非行少年を生まない社会づくりの基盤形成に資することを目的として、県内の全中学校の生徒を対象に募集を行う。
応募作品は審査を行い、優秀作品は非行防止ポスターとして展示するほか、カレンダー等の広報資料として活用する。 中学生 県 151 少年課 少年サポート係

9 薬物乱用防止教室
小学校、中学校、高校等において、児童、生徒、保護者等を対象とした薬物乱用防止を中心とした非行防止教室を実施する。

小学生、中学生、高校
生、保護者

県 177 少年課 少年サポート係

10
青少年によい本をすすめる県
民運動事業費

優良図書の読書感想文・感想画を募集するとともに、愛知県書店商業組合の協賛により図書を学校に寄贈するなど、よい本をすすめる運動
を展開する。
･強調月間　10月１日～10月31日 青少年及び一般県民

県、愛知県青少年育成
県民会議

137 社会活動推進課 青少年グループ

11
子ども・若者育成支援県民運
動事業費

県民総ぐるみの子ども・若者育成支援活動を展開することにより、大人一人ひとりが子ども・若者育成の役割と責任を自覚し、子ども・若者に
身近な家庭や地域社会がもつ教育力の向上を図る。
・強調月間　　11月１日～11月30日
　啓発資材の作成・配布

子ども・若者及び一般県
民

県、愛知県青少年育成
県民会議

86 社会活動推進課 青少年グループ

17,814

h　食育の推進

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1 食育推進費
食育を総合的かつ計画的に推進する「あいち食育いきいきプラン2020」（第３次愛知県食育推進計画）に基づき、バランスのとれた規則正し
い食生活の啓発や愛知県食育推進ボランティアの登録と活動の支援などを通じて、県民の食育の実践促進を図る。

一般県民、
小・中学生等

県
団体（補助）

7,424
食育消費流通課

食育推進グループ

2 地産地消推進費
農林水産業に対する理解を深め、地産地消等を通じて県の農林水産業を支えるために、「いいともあいち運動」を推進し、食品関連事業者、
学校給食などでの県産農林水産物の利用を促進する。 一般県民 県 1,036

食育消費流通課 需要拡大・ブランド力
強化グループ

3 学校食育推進事業費

家庭のあり方が変化し、朝食の欠食や朝食内容が乏しいこと、家庭で食卓を囲むこともない等、豊かな食を体験していない子どもが増加して
いる。
そこで、現代の子どもの食生活が深刻化している問題などに対応するため、「早寝・早起き・朝ごはん」運動や学校給食に地場産物を活用し
生産者や食への感謝の気持ちを育む取組など、食育推進活動を学校全体で取り組み、家庭や地域と連携して行う。
１　学校食育推進者養成講座
２　「愛知を食べる学校給食の日」の実施
３　愛であ朝ごはんコンテストの開催

小中学校・義務教育学
校・県立学校の児童生
徒及び教職員
小学校就学前の乳児及
び小学校卒業前の児童
とその保護者

県 142 保健体育課 給食グループ

8,602

計

計
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３　持続可能な社会づくりを高める生涯学習

i　持続可能な開発のための教育（ＥＳＤ）の推進

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1
持続可能な未来のあいちの
担い手育成事業

未来の地域の担い手となる大学生がグローバルな視点を持って、継続的にエコアクションを実施することができるよう、「人づくり」プログラム
として、平成27年度に「かがやけ☆あいちサスティナ研究所」を設立した。
本研究所は研究員である学生が、パートナー企業から提示された環境課題に対して、現場での調査等を通して、解決策を企業側に提案す
るものであり、研究所の取組を核として、企業、大学、NPO等多様な主体と連携して地域全体で取組を進めていく。

県内大学生 県（委託） 10,757 環境政策課 企画・広報グループ

2 ユネスコスクール活性化事業

ユネスコスクールの活動を継続的に支援し、地域のＥＳＤ推進拠点としてのユネスコスクールの活性化を図る。
・ユネスコスクール支援会議　　2回
・講師派遣　3校、研修会等教職員派遣　3校、管理職等を対象とした研修会　2回
・ユネスコスクール交流会　　1回
・ユネスコスクール加盟登録申請の最初及び最終段階に必要な書類等の翻訳費用について負担する。　各2校

ユネスコスクール関係者
等

県 3,240 生涯学習課
青少年教育・女性指
導者支援グループ

13,997

j　環境学習・環境活動の推進

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1
環境学習施設における環境
学習の実施

「あいち環境学習プラザ」において学校等の社会見学の受入れや、「あいち環境学習プラザ」や「もりの学舎」などで、体験型の環境学習事業
（地球温暖化等の講義、森の案内人であるインタープリターによる自然体感プログラム、もりの学舎キッズクラブ等）を実施する。 一般県民・学校 県・NPO 27,890 環境活動推進課 環境学習グループ

2 環境学習コーディネート事業
「あいち環境学習プラザ」にコーディネーターを設置し環境学習に関する相談業務や連携・協働先の照会・マッチング業務を実施する。

一般県民 県（委託） 1,119 環境活動推進課 環境学習グループ

3 環境学習連携・協働推進事業
社会の課題解決に取り組む事業者・NPO等が、専門的な知識や技術等を生かして学校と授業を一緒に作り上げる「協働授業づくり」を推進
する。 一般県民 県 323 環境活動推進課 環境学習グループ

4
森と緑づくりに関する環境学
習活動の支援

あいち森と緑づくり税を活用して、森と緑を県民共有の財産として社会全体で支える機運の醸成を図るため、NPOやボランティア団体など多
様な主体が行う森林とのふれあい等の環境保全活動・環境学習に対して支援する。 一般県民、ＮＰＯ等 市町村、ＮＰＯ等(補助） 55,290 環境活動推進課

調整・環境配慮行動
グループ

5 あいち環境塾
企業・団体・行政など、各分野で活躍する持続可能な地域づくりのリーダーの育成を目指す。

一般県民 県（委託） 7,112 資源循環推進課 循環グループ

6 あいちエコアクション推進事業

県民の環境への負荷を減らすための具体的な行動（エコアクション）を促進するため、県民参加型のイベントを開催する。
また、県内の環境学習施設等で構成されているAEL（あえる）ネットを拡充し、県民に様々な環境学習の機会を提供するとともに、エコアクショ
ンの学習機能や環境関連のイベント等の情報を発信できるウェブサイトを運営する。

一般県民、企業、ＮＰＯ
等

県 14,614 環境活動推進課 環境学習グループ

7
インタープリター自然体感推
進事業

環境のことを考え、行動する人づくりを推進するため、インタープリターが自然体感プログラムを未就学児童等に対して実施する等の自然と
向き合う体験を提供する。また、未就学期の自然体験を通じた環境学習を広域的・継続的に実施するため、保育士、幼稚園教諭などを対象
とした自然体感プログラムを実施するノウハウを身につけるための研修を実施する。

一般県民、幼稚園等 県（委託） 12,935 環境活動推進課 環境学習グループ

8 高校生環境学習推進事業
高校生が大学やＮＰＯ等と連携して、環境問題に関する調査・研究を行い、その成果を地域住民をはじめ広く県民に発信することで、環境面
における若い世代を対象にした「人づくり」を進める。 県内高校生、一般県民 県（委託） 6,554 環境活動推進課 環境学習グループ

9
中高年・シニア環境学習推進
事業

中高年・シニア世代を環境学習の講師として、主に小中学生を対象に環境学習を実施する。
一般県民 県 1,720 環境活動推進課 環境学習グループ

10 ストップ温暖化教室の開催
各種セミナーや小学校の総合学習時間を活用し、地球温暖化防止に関する知識の普及やエコライフの実践を促すため、地球温暖化防止活
動推進員を派遣し出前講座を行う。

一般県民
小学生（高学年及び中学
年）等

県 1,621 地球温暖化対策課 調整・企画グループ

11
海岸漂着物等地域対策推進
事業

海洋ごみの発生抑制を進めるため、環境学習プログラムを用いた普及啓発を行う。
一般県民 県（委託） 10,107 資源循環推進課 一般廃棄物グループ

計
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NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

12 エコモビリティライフ推進費

クルマ（自家用車）と公共交通、自転車、徒歩などをかしこく使い分けるライフスタイルである「エコ モビリティ ライフ」（エコモビ）の一層の普
及・定着を目指し、県民の方々に対して「エコモビ」の意義を知っていただくとともに、実践を呼びかけるため、「エコ通勤・エコ出張キャンペー
ン」の実施やイベント等での普及啓発、ウェブページによる情報発信などを実施する。

一般県民 県 839 交通対策課
エコモビリティライフ
推進グループ

13 生物多様性セミナーの開催
その地域ならではの自然環境を活用した体験型セミナーをNPO等との協働のもとに開催し、県民の生物多様性保全に対する意識を向上さ
せる。 一般県民 県 1,347 自然環境課

生物多様性保全グ
ループ

14
海上の森保全活用推進事業
費（県民参加型の体験学習）

海上の森で、自然とのふれあいを通して、環境学習、森林・里山の保全活動を推進するための体験学習プログラム等を実施する。
一般県民 県 1,994 森林保全課

（あいち海上の森セン
ター）

15
希少種、移入種（外来種）に
関する啓発等

「レッドデータブックあいち２０２０」「愛知県移入種対策ハンドブック」等の冊子やホームページ、各種リーフレット等を用いて、県民の希少種、
移入種に関する意識向上を図る。今年度は、現在稼働しているレッドデータブックあいちのウェブページを、令和元年度に発行した「レッド
データブックあいち２０２０」の内容に更新し、さらに野生生物への関心を高める。 一般県民 県 1,000 自然環境課

野生生物・鳥獣グ
ループ

16
生態系ネットワーク形成事業
の推進

事業者、NPO、行政等の地域の様々な分野の人々が協働して、生きものの生息生育空間であるビオトープの創出や、その維持・向上に資す
る事業等の実施に対して支援する。また、生きものの生息生育状況のモニタリングを行い、生態系ネットワークの形成状況を「見える化」す
る。

一般県民
県・関係団体（補助）/県
（委託）

14,493 自然環境課
国際連携・生態系グ
ループ

17 三河湾環境再生プロジェクト

三河湾の環境再生に向けた取組の機運を高めるため、生きものの観察や干潟の保全体験を行う「三河湾環境再生体験会」、「愛知丸」船上
での環境測定体験等を行う「三河湾環境学習会」を行う。
１　時期　夏頃
２　回数　体験会：１回、学習会：2回
３　場所　三河湾沿岸

一般県民 県 806
水大気環境課
生活環境地盤対策
室

三河湾環境再生グ
ループ

18 生活排水対策啓発事業

生活排水による汚濁を低減するため、生活排水対策の必要性や浄化槽の適正管理等を啓発するパンフレットを作成・配布する。また、小中
学生を中心としたグループを対象に、身近な水辺の環境を調査し、生活排水対策について考える機会となる「水質パトロール隊」事業を実施
する。

一般県民
小中学生

県 352
水大気環境課
生活環境地盤対策
室

三河湾環境再生グ
ループ
生活環境グループ

19 温暖化まなびネット

地球温暖化について理解し、講演会の講師や環境学習の指導者等として登録いただいた個人や団体をウェブで紹介し、県民の地球温暖化
対策活動を支援する。

一般県民 県 - 地球温暖化対策課 調整・企画グループ

20 食品ロス削減の推進
食品ロス削減を推進するため、食品ロスの削減方法等について学べる環境学習プログラムを用いて、学校やイベントで啓発を行う。

一般県民、NPO等 県（委託） 19,365 資源循環推進課 一般廃棄物グループ

179,481

k　安心・安全な県民生活の確立

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1 薬物乱用防止教室
g参照

小学生、中学生、高校
生、保護者

県 177 少年課 少年サポート係

2 ブラアイチ

　市町村、NPO等の地元団体及び地元企業と連携・協力し、地域のインフラ整備の歴史・災害や地形からまちの成り立ちに加え、地域の観
光資源などを紹介するまち歩きイベント「ブラアイチ」を開催している。
　ブラアイチは、まちの成り立ちを知ることによる「まちづくり」や過去の災害や地形を知ることによる「防災」意識の啓発、さらには、県内各地
への興味を呼びおこすことによる「観光」の促進に繋がることを目的に、県内各地で幅広い県民を対象に開催しているもの。

一般県民 県 408 河川課 計画グループ

3
防災ボランティア活動支援事
業費

防災ボランティア等に対する活動支援と環境を整備することにより効果的かつ実効性の高い総合防災体制の確立を目指す。
１　防災ボランティアコーディネーター講座
　　災害時において、ボランティアの受入れ等を行うコーディネーターの講座等
２　防災&ボランティアフォーラム関連事業
　　防災ボランティアの活動に関する普及啓発事業を実施

一般県民、ボランティア 県 1,048 防災危機管理課 啓発グループ

計
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NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

4 地震防災普及啓発事業費

防災に関する広報啓発を通じて、防災に対する正しい知識を習得させ、災害に強い県民づくりを行う。
１　 地震防災広報資料等の作成
　　 一般県民の防災意識の高揚のために、啓発パンフレットを作成し配布する。
２　 地震体験車の管理
　　 災害に強い県民づくりを推進するため、地震体験車「なまず号」を用いた「ゆれ」を体験することにより、災害に対す
　　 る備えの重要性を呼びかけ、防災体制の確立と防災意識の高揚を図る。
３　 防災学習システムの管理・運営
　　 インターネットを活用し、個人住宅の被災状況をシミュレーション映像により提供するとともに、建築物の耐震化
　　 のための様々な情報を与えることによって、県民が個人の住宅の耐震性について認識し、耐震化をはじめとする
　　 自主的な対策行動を誘導する。
４　 高校生防災セミナーの開催
　　 教育委員会、名古屋大学と連携し、県内高校生を対象とした防災セミナーを開催する。
５　防災・減災カレッジの開催

一般県民 県 23,494 防災危機管理課 啓発グループ

5
防災協働社会連携推進事業
費

平成18年４月に中央防災会議が決定した「災害を軽減する国民運動の推進に関する基本方針」に従い、県民、事業者、行政等が一体となっ
て防災に取り組み、災害に強い社会を実現するために設立した「あいち防災協働社会推進協議会」を運営し、推進大会の開催やあいち防災
通信の発行、家具等転倒防止対策の啓発等の災害被害の軽減に向けた県民運動を推進する。
１　あいち防災協働社会推進協議会の運営
２　推進大会の開催
３　あいち防災通信の発行
４　家具等転倒防止対策の啓発

一般県民、自主防災組
織、事業者団体、地域ボ
ランティア団体等

県・団体 8,070 防災危機管理課 啓発グループ

6 火災予防推進費

少年の頃から火災予防に関する知識を身に付けさせ、家庭や学校における火災予防を図ることを目的として、少年消防クラブとの共催によ
り、次の事業を実施する。
１　 県消防学校一日入校の実施
　　 消防についての関心を深めるために県消防学校に一日入校し、地震・煙道体験、放水・消火体験、規律体験等を
　   行うとともに、クラブ員相互の親睦を図る。（少年消防クラブ員　約1,500人（３日間 １日約500人）参加）
２　 防火作品展の実施
　　 県内の小学校５・６年生を対象とした防火作品（ポスターと習字）の募集を行い、優良防火作品については一定期
　   間展示し、表彰を行う。（作品募集…６月～９月）
３　 優良少年消防クラブ及び優良クラブ指導者の表彰
　　 優良少年消防クラブ及び優良クラブ指導者の表彰を行う。
４　 少年消防クラブ機関紙の発行
　　 「あいちＢＦＣ」を年１回発行、配付する。

小学校５年生から中学校
３年生まで

県・団体（共催） 45 消防保安課 予防グループ

7
高大連携高校生防災教育推
進事業（高校生防災セミナー）

・目的
名古屋大学と連携して、高校生を対象とした自然災害に対する知識理解や技術の習得などの防災対応能力の向上とともに、災害時に積極
的にボランティア活動に参加しようとする心を育て、学校や地域の防災力向上に貢献できる防災リーダーの育成を図る。
・内容
公立・私立の高校15校から各校生徒４名と教員１名(計75名）参加、２年間にわたる活動、夏休み４日間と冬休み１日の計５日間のセミナー

公立・私立の高校の生
徒及び教員

県 150 保健体育課 安全グループ

8 各季の交通安全県民運動

県民の交通安全意識の高揚を図るため、県民総ぐるみで地域に根ざした交通安全県民運動等を推進し、各季（春・夏・秋・年末）の県民運動
期間を中心に、広報・啓発活動を実施する。
・春の全国交通安全運動（４月６日～15日）
・夏の交通安全県民運動（７月11日～20日）
・秋の全国交通安全運動（９月21日～30日）
・年末の交通安全県民運動（12月１日～10日）

小・中・高校生
一般県民
事業者等

県 11,747 県民安全課 交通安全グループ

9 交通少年団の育成

集合訓練の実施及び機関誌の発行により、交通少年団相互の交流と親睦並びに活動の活発化を図るとともに、リーダーの育成と団員の交
通安全意識の高揚を図る。
■集合訓練
１　訓練内容    　　参加・体験・実践型交通安全教室
２　参加人数　　　  県内の交通少年団　57団体  557人（令和元年度）
■ 機関誌の発行
１　発行部数  　　　2,000部
２　発行回数等　   毎年１回（３月）
３　内容           　　集合訓練　各少年団の自主活動状況

小学校高学年 県 130 交通総務課 指導教育係

10
防犯活動を通じた意識高揚の
推進

子供、高齢者などを対象に、創意工夫を凝らした防犯寸劇を取り入れた防犯教室等を通じて、被害の模擬体験をさせることで、防犯意識の
高揚を図る。

児童、保護者、教職員、
高齢者

県 95 生活安全総務課 防犯総括係
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NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

11
防犯ボランティア協働推進事
業

防犯ボランティア養成事業「防犯ボランティア養成アカデミー」を開催し、防犯ボランティア活動の核となる人材を養成する。
■リーダー養成講座
・対　象　　防犯ボランティア活動の中心的役割を担うリーダー
■実践講座
・対　象　　防犯ボランティア活動に従事する人

防犯活動に従事している
人、一般県民

県 439 県民安全課
安全なまちづくりグ
ループ

12 子供の安全確保の推進
子供を犯罪被害から守るため、体験型防犯教室の指導員、防犯少年団等の育成を目的として、幅広く世代を超えた防犯ボランティア等に対
する研修会を実施する。

防犯ボランティア、小学
生、保護者、教職員等

県 1,027 生活安全総務課 子供女性防犯対策係

13 女性の安全確保の推進

性犯罪等の被害に対する危機回避の能力や自己防衛意識の醸成を図るため、企業に勤める女性等を対象とした女性活躍推進研修を実施
する。
企業の男性幹部社員や学校の教職員等を対象に、性犯罪等の被害から「女性を守る活動」の実践を目的とした研修を実施する。 企業、教職員等 県 339 生活安全総務課 子供女性防犯対策係

14 サイバー犯罪防止講話
県内の小学校、中学校、高等学校等のほか、企業や地域のコミュニティセンターに警察官等を派遣して、情報セキュリティの知識と犯罪捜査
の経験を生かした分かり易いサイバー犯罪防止講話を実施する。

小学生、中学生、高校
生、保護者、企業等

県 101
サイバー犯罪対策
課

対策係

15
消費者市民講座への講師派
遣

学校や地域、職域等が実施する消費者教育（消費者市民社会の概念の普及を含む）の取組を支援するため、研修会等へ講師を派遣する。
・実施回数　　年34回

一般県民 県 1,250 県民生活課
消費生活相談･消費
者教育グループ

16
若年消費者教育（実践的授
業）への講師派遣

成年年齢の引下げを見据え、若者の消費者被害の未然防止とともに、真に自立した消費者を育むため、高等学校及び特別支援学校高等部
等が実施する実践的授業へ講師を派遣する。 高等学校・特別支援学

校（高等部）学生等
県 4,025 県民生活課

消費生活相談・消費
者教育グループ

17
消費者被害未然防止啓発紙
による消費生活情報の発信

複雑・多様化する社会経済環境下において、県民が自主的・合理的に消費生活を営むことができるよう、悪質商法の注意喚起に加え、消費
者市民社会に関する情報を広く提供するため、消費生活情報「あいち 暮らしっく」及び消費者トラブル情報「あいちクリオ通信」を配信・発行
する。
・発行回数　あいち暮らしっく：年6回（うち2回は特集号（高齢者向け、若者向け））
　　　　　　　　あいちクリオ通信：月1回程度

一般県民 県 1,135 県民生活課
消費生活相談･消費
者教育グループ

18
ウェブサイト・SNSを活用した
消費生活情報の発信

ウェブサイト「あいち暮らしWEB」、SNS（twitter、facebook）を活用し、消費者被害未然防止、消費者事故、消費者教育、高齢者見守り、消費
生活に関する行催事等の情報をタイムリーに発信する。
・配信回数　随時

一般県民 県 0 県民生活課
消費生活相談･消費
者教育グループ

19
エシカル消費ポータルサイト
による情報発信

持続可能な社会の形成に資するエシカル消費(倫理的消費）の概念について広く普及啓発し、取組を推進するため、「エシカル消費」のポー
タルサイトを開設し、身近な取組事例や、学習教材、講座、イベント等の情報を発信する。 一般県民 県 1,293 県民生活課

消費生活相談・消費
者教育グループ

20
消費者教育の担い手となる人
材の育成（情報紙の発行）

消費者教育の担い手（教職員）の指導力向上のため、消費者教育研究校による実践事例や未成年に多い消費者トラブル事例を掲載した
「教員情報提供紙」を発行する。 中・高・特別支援学校の

教員
県 130 県民生活課

消費生活相談･消費
者教育グループ

21
消費者教育の担い手となる人
材の育成（フォーラムの開催）

消費者教育の担い手（教職員）の指導力向上のため、消費者教育研究校による実践事例の発表や学識者による講演等を内容とした「消費
者教育推進フォーラム」を実施する。
・開催回数　年１回

中・高・特別支援学校の
教員
一般県民

県 432 県民生活課
消費生活相談･消費
者教育グループ

22
消費者教育担い手団体の登
録・公表

学校や地域、職域などが実施する消費者教育の取組を支援するため、大学や消費者団体、事業者（団体）、NPO等、消費者教育の担い手と
なる団体の情報を登録し、ウェブサイト等で発信する。 一般県民 県 0 県民生活課

消費生活相談･消費
者教育グループ

23
愛知県金融広報委員会と連
携した金融経済教育への支
援

地域や学校における金融経済教育を推進するため、愛知県金融広報委員会と連携し、金融広報アドバイザーを研修や学習会の講師として
派遣する。

一般県民、学校等 愛知県金融広報委員会 0 県民生活課
消費生活相談･消費
者教育グループ

24 スクールガードの活動推進

子どもたちが安心して、安全に登下校できるよう、地域の方々にスクールガードをお願いし、各地区の実情に応じた活動が展開されるよう推
進員を中心とした研修会や情報交換会等を開催する。県教育委員会は、市町村教育委員会または学校単位で開催される研修会等を支援
する。

スクールガード
市町村教育委員会、学
校

0 保健体育課 安全グループ

55,535計
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l　人権意識の啓発

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1 人権教育指導者研修会

人権に関する学習活動を推進するために必要な指導者の資質の向上と指導力の強化を目的として、社会教育分野で指導的役割を担う人を
対象に研修会を開催する。
・中央研修会　　県内4地区（東尾張、西尾張、東三河、西三河）、各１回（年4回）
・地区研修会　　県内8地区、年10回
また、社会教育における人権教育を一層推進するために、人権教育推進委員会を開催し、本県における人権教育施策について総合的に協
議する。
・年3回

社会教育関係者等 県 2,190 生涯学習課
青少年教育・女性指
導者支援グループ

2 人権問題啓発推進事業

人権が尊重され、差別や偏見のない地域社会の構築に向け、県民の人権意識の高揚を図るための啓発を行う。
・人権講演会、人権ユニバーサル事業、研修等の実施
・新聞・交通広告等による人権啓発広報の実施
・人権啓発図書及びDVD等の貸出し
・人権啓発プラザにおける企画展の実施
・人権啓発パンフレット等の作成

一般県民 県 22,152 人権推進課 人権推進グループ

3
企画推進費（多文化共生
フォーラム）

国籍や民族などのちがいにかかわらず、すべての県民が互いの文化的背景や考え方などを理解し、ともに安心して暮らし活躍できる地域社
会づくりを目指すため、フォーラムを開催し、幅広い観点から多文化共生社会の形成に向けて考え、全ての人が地域社会の一員として地域
づくりに積極的に参加する環境づくりを推進する。
【開催概要】
　内容：多文化共生推進功労者表彰、有識者等による講演、パネルディスカッションなど

行政職員、協会・NPO等
団体職員、企業関係者、
学校関係者、学生等

県 493
社会活動推進課
多文化共生推進室

多文化共生推進グ
ループ

4 人権教育啓発資料作成

市町村における人権教育推進のための手引書を作成し、配布する。
・市町村教育委員会に配布
・人権教育指導者研修会等で配布

社会教育関係者等 県 54 生涯学習課
青少年教育・女性指
導者支援グループ

24,889

m　男女共同参画社会の形成

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1
男女共同参画セミナー／あい
ち男女共同参画財団への補
助事業

男女共同参画社会実現に向けた課題解決のための講座や、男性や子どもを対象として男女共同参画への理解を深めてもらうための講座を
開催する。
１　実施回数　　年10講座
２　定員　　　　　１講座30人～100人

一般県民
(公財）あいち男女共同
参画財団（補助）

1,848
男女共同参画推進
課

男女共同参画グルー
プ

2
サテライトセミナー/あいち男
女共同参画財団への補助事
業

遠隔地でウィルあいちまで来ることが難しい地域に出かけていき、地元の市町村や助成団体等と共催でセミナーを実施することにより、県内
全域における男女共同参画の啓発を行う。
・場　所　　県内市町村（15か所） 一般県民

(公財）あいち男女共同
参画財団（補助）

433
男女共同参画推進
課

男女共同参画グルー
プ

3
女性の再チャレンジ事業/あ
いち男女共同参画財団への
補助事業

子育て等で一旦仕事を中断した女性の社会参画を支援するための起業相談を行う。
・相　談　　年10回（1日4名）
・実施時期　令和2年5月～令和3年2月（月1回） 女性

(公財）あいち男女共同
参画財団（補助）

307
男女共同参画推進
課

男女共同参画グルー
プ

4 女性の活躍促進事業費

「女性が元気に働き続けられる愛知」を目指して、本県の女性の活躍促進を図る。
■働く女性の職場環境支援
　 女性管理職養成セミナーの開催及び交流会の実施
　 男性管理職向けワークショップの開催
■女子中高生の理系進路選択に向けた情報発信
■大学生向けキャリア形成の支援

中・高校生
大学生
一般県民
事業者等

県（「働く女性の職場環
境支援」は、関係団体と
の共同主体）

9,048
男女共同参画推進
課

男女共同参画グルー
プ
女性の活躍促進グ
ループ

5 女性団体活動促進事業
よりよい地域づくりと女性団体の活性化を図るため、地域における社会教育活動の有力な担い手である女性団体に対して、現代的な社会教
育活動の研究と実践活動を県内各地で行政と協働しながら実施する事業を委託する。 女性団体 県（団体へ委託） 320 生涯学習課

青少年教育・女性指
導者支援グループ

6 全地婦連中部ブロック会議

中部ブロック5県（石川、富山、岐阜、福井、愛知）と県内の婦人会・女性の会のリーダーや会員が一堂に会し、組織の充実、継続、男女共同
参画社会の実現、青少年健全育成、防災、防犯、消費者問題、高齢化社会など、様々な課題について情報交換し、交流を深めることで組織
の活性化を図る。

女性団体
団体（県は団体へ補助
金）

270 生涯学習課
青少年教育・女性指
導者支援グループ

計
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NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

7
男女共同参画人材育成事業
／あいち男女共同参画財団
への補助事業

政策や方針決定の場への女性の登用を積極的に推進するため、とりわけ県内市町村において登用できる女性人材を計画的かつ継続的に
育成することを目的として、市町村から推薦を受けた参加者を対象とする男女共同参画人材育成セミナーを実施する。
・年１回（8日間）、25人程度
　また、過去の人材育成事業修了者を対象とするフォローアップセミナーを実施する。
・年１回（１日間）

女性
(公財）あいち男女共同
参画財団（補助）

743
男女共同参画推進
課

男女共同参画グルー
プ

8 女性教育指導者研修会

社会教育活動を企画実施する上で必要な知識や技術の習得及び指導者としての資質の向上を図ることを目的として、女性の地域活動の担
い手を対象に研修会を開催する。
・　5日間
・　講義、ワークショップ

団体で指導的立場にあ
る女性

県 118 生涯学習課
青少年教育・女性指
導者支援グループ

9
協働推進事業／あいち男女
共同参画財団への補助事業

男女共同参画社会実現のため、女性団体・NPO・教育機関などと連携し、ウィルあいちフェスタ、セミナーや研修会などを開催する。
■ウィルあいちフェスタ
　 年１回・1月開催
■協働事業
　 年６事業程度

一般県民
女性団体のリーダー

(公財）あいち男女共同
参画財団（補助）

570
男女共同参画推進
課

男女共同参画グルー
プ

10
ワーク・ライフ・バランス推進
事業／あいち男女共同参画
財団への補助事業

女性の社会参画を促進するため、心身の調和の維持をサポートし、男性の育児参加を促進する教室［働く女性のための３R（リフレッシュ、リ
ラクゼーション、リ・コンディショニング）教室、女性のためのウェルエイジング教室、パパと遊ぼうスキンシップ教室］を実施する。
・回　数　　週３日～４日 一般県民

(公財）あいち男女共同
参画財団

0
男女共同参画推進
課

男女共同参画グルー
プ

11
ワーク・ライフ・バランス推進
運動事業費

「県内一斉ノー残業デー」を始めとする定時退社の取組等を企業に呼びかけ、賛同事業所を募る「あいちワーク・ライフ・バランス推進運動」
を実施し、県内のワーク・ライフ・バランス実現に向けた気運醸成を図る。 企業等 県、団体 2,611 労働福祉課

仕事と生活の調和推
進グループ

12 女性農業者活躍支援事業費

女性農業者に農業経営や農業を巡る地域社会の諸知識・技術の習得を促し、魅力とやりがいのある農業経営の実現と社会参画を推進する
ことにより、女性農業者の活躍の場を拡大させる。 女性農業者 県 2,190 農業経営課 教育グループ

13
高等学校男女共同参画推進
事業費

男女共同参画の在り方をグローバルスタンダードの視点から俯瞰することで、将来、本県の男女共同参画を推進するリーダーとなって活躍
できる人材の育成を図る。
・あいち高等学校男女共同参画海外派遣 県立高校生 県 2,571 高等学校教育課 職業指導グループ

14
男女共同参画にかかる啓発
広報誌の発行／あいち男女
共同参画財団への補助事業

■男女共同参画にかかる啓発広報誌「ウィルプラス」の発行
　 男女共同参画に関する普及啓発記事や県内の女性情報等を掲載して、男女共同参画に関する広報活動を行う。
・発行回数　　年３回（７、12、３月発行） 一般県民

(公財）あいち男女共同
参画財団（補助）

1,215
男女共同参画推進
課

男女共同参画グルー
プ

15 男女共同参画推進事業

本県の男女共同参画社会の実現をめざし、県民の理解を深めるための広報・啓発活動等を推進する。
■男女共同参画月間推進事業の実施
　 「はがき１枚からの男女共同参画」作品募集
■男女共同参画啓発資料の作成
■「あいち男女共同参画のつどい」の開催

一般県民
県（「あいち男女共同参
画のつどい」は、関係団
体との共同主体）

1,797
男女共同参画推進
課

男女共同参画グルー
プ

24,041

n　障害者との共生社会づくり

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1 要約筆記者養成事業

聴覚障害者（中途失聴者及び難聴者を含む。）の自立と社会参加の促進を図るため、コミュニケーション支援等が必要であることから、これ
に係るマンパワーの養成を行う。
・手話の習得が困難な中途失聴者及び難聴者のコミュニケーション手段及び情報提供手段 としての要約筆記者を
　養成

一般県民
県（(一社)愛知県聴覚障
害者協会へ委託）

2,759 障害福祉課
社会参加推進グルー
プ

2 手話通訳者養成研修

聴覚障害者（中途失聴者及び難聴者を含む。）の自立と社会参加の促進を図るため、コミュニケーション支援等が必要であることから、これ
に係るマンパワーの養成を行う。
・聴覚障害者のコミュニケーション手段及び情報提供手段として欠かすことのできない手話の通訳者を養成

一般県民
県（(一社)愛知県聴覚障
害者協会へ委託）

4,378 障害福祉課
社会参加推進グルー
プ

3 点訳・音訳奉仕員養成研修

視覚障害者の自立と社会参加の促進を図るため、コミュニケーション支援等が必要であることから、これに係るマンパワーの養成を行う。
・視覚障害者のコミュニケーション手段及び情報提供手段として欠かすことのできない点訳・音訳奉仕員を養成 一般県民

県（(一社)愛知県身体障
害者福祉団体連合会へ
委託）

1,093 障害福祉課
社会参加推進グルー
プ

4
盲ろう者向け通訳・介助員養
成研修

盲ろう者の自立と社会参加の促進を図るため、コミュニケーション支援等が必要であることから、これに係るマンパワーの養成を行う。
・視覚と聴覚の両方に障害がある「盲ろう者」のコミュニケーション、移動支援手段及び情報提供手段として欠かす
　ことのできない盲ろう者向け通訳・介助員を養成

一般県民
県（(一社)愛知県聴覚障
害者協会へ委託）

1,206 障害福祉課
社会参加推進グルー
プ

計
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NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

5 頚肩腕障害予防事業

聴覚障害者（中途失聴者及び難聴者を含む。）の自立と社会参加の促進を図るため、コミュニケーション支援等が必要であることから、意思
疎通支援者定着のため、頸肩腕障害予防のための検診を行う。
・手話通訳者、要約筆記者及び盲ろう者向け通訳介助員の頸肩腕障害の早期発見と、予防を目的とする健康診断及び健康管理講座を実施 一般県民

県（(一社)愛知県聴覚障
害者協会へ委託）

837 障害福祉課
社会参加推進グルー
プ

6
失語症者向け意思疎通支援
者等養成研修

失語症者の自立と社会参加の促進を図るため、コミュニケーション支援等が必要であることから、これに係るマンパワーの養成を行う。
・失語症者向け意思疎通支援者養成研修の講師予定者を「失語症者向け意思疎通支援者指導者養成研修」に派遣すると伴に、「失語症者
向け意思疎通支援者養成研修」を実施

一般県民
県（(一社)愛知県言語聴
覚士会へ委託）

1,112 障害福祉課
社会参加推進グルー
プ

7
福祉生きがいセンター運営費
補助金

障害者にスポーツを奨励し、社会参加の促進を図るとともに障害者に対する一般の理解と関心を高める。
・障害者がスポーツを通じて、健康の維持増進や社会参加ができるようにするための各種事業を実施している福祉
　生きがいセンターの運営助成

身体障害者、知的障害
者、精神障害者

団体（補助） 29,125 スポーツ課
普及・育成・障害者ス
ポーツグループ

8
障害者スポーツ指導員養成
研修会

障害者にスポーツを奨励し、社会参加の促進を図るとともに障害者に対する一般の理解と関心を高める。
・障害者スポーツの振興に必要な障害者スポーツ指導員の養成に要する経費を県社会福祉協議会へ助成 一般県民 団体（補助） 599 スポーツ課

普及・育成・障害者ス
ポーツグループ

9
障害者スポーツ参加促進事
業

スポーツの経験がない障害者などを対象に、愛知県にゆかりのあるトップレベルの指導者・選手等（過去に愛知県障害者スポーツ顕彰受賞
者を中心に選定）による講演会及び実技指導を実施し、スポーツ活動を通した社会参加の促進を図るとともに、一般県民の障害に対する理
解の促進を図る。

スポーツ活動に関心が
ある障害者等

県（(社福)愛知県社会福
祉協議会へ委託）

8,648 スポーツ課
普及・育成・障害者ス
ポーツグループ

10 障害者スポーツ大会事業

障害者にスポーツを奨励し、社会参加の促進を図るとともに障害者に対する一般の理解と関心を高める。
・スポーツを通じて体力の維持、増強、残存能力の向上及び心理的・社会的自立を図るため、県障害者スポーツ大
　会の開催及び全国障害者スポーツ大会への選手派遣等を行う。

身体障害者、知的障害
者、精神障害者

県（(社福)愛知県社会福
祉協議会等へ委託）

43,869 スポーツ課
普及・育成・障害者ス
ポーツグループ

11

視覚障害教育充実強化モデ
ル事業
肢体不自由教育充実強化モ
デル事業

障害のある児童生徒一人一人の教育的ニーズに適切に対応するため、地域の教育資源（小学校・中学校・特別支援学校）を効果的に組み
合わせることにより、「専門的な教育を受けたい」「地域の学校で学びたい」といったニーズに対応して支援を提供できるよう、県内の盲学校
及び肢体不自由特別支援学校の小・中学部に在籍する児童生徒をモデルとして、地域における視覚障害教育及び肢体不自由教育の在り
方を研究する。

特別支援学校 県 222 特別支援教育課
振興・就学グループ
指導グループ

12
スクールカウンセラー設置事
業費

a参照
小中学校の児童生徒 県 587,580 義務教育課

生徒指導・キャリア教
育グループ

13
障害者就労支援事業
（就労支援者養成研修）

障害者福祉施設の職員を対象に、就労支援に必要な専門知識を習得するための研修を開催する。
福祉施設の職員 県 994 就業促進課

高齢者・障害者雇用
対策グループ

682,422

o　多文化共生社会の推進

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1
企画推進費（多文化共生
フォーラム）

l参照

行政職員、協会・NPO等
団体職員、企業関係者、
学校関係者、学生等

県 493
社会活動推進課
多文化共生推進室

多文化共生推進グ
ループ

2
ボランティア登録制度運営費
及び人材育成事業費の一部

地域の国際交流の担い手としてのボランティアの育成を図るため、語学等のボランティアを積極的に活用するための登録制度を運用する。
１　事業内容
　　ボランティアの募集・登録・活用・研修
２　登録者数（令和２年２月1日現在）
　(1)語学（20言語）　  368人
　(2)ホームステイ　　　　87人
　(3)サポート　　　　　　172人

一般県民
(公財）県国際交流協会
（補助）

176
社会活動推進課
多文化共生推進室

多文化共生推進グ
ループ

3 国際理解教育推進事業費

若者がグローバル化に対応し、将来世界的な視野で活躍できる「グローバル人材」を目指すことを支援するための講座を開催する。
■　「自分の未来を描くユース会議」の実施
　　若者を対象にグローバル化の進んだ社会の第一線で活躍している方々から、現状やグローバル人材として成長するための助言をいただ
き、グローバル人材を目指す道筋を描くきっかけとする。

若者
(公財）県国際交流協会
（補助）

178
社会活動推進課
多文化共生推進室

多文化共生推進グ
ループ

計
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NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

4
企画推進費（外国人労働者に
関する憲章セミナー）

東海三県一市（岐阜県、愛知県、三重県、名古屋市）及び経済界と協力して、「外国人労働者の適正雇用と日本社会への適応を促進するた
めの憲章」（平成19年度制定）の普及を通じて、外国人労働者が日本で暮らしやすい環境づくりを促進する。
・セミナー開催を通じた各企業･事業所への周知
・経済団体等関係機関の定例会等を活用した啓発
・模範事例の紹介
・企業の社会的責任に関する取組の意義や事例の周知

企業関係者等 県 84
社会活動推進課
多文化共生推進室

多文化共生推進グ
ループ

5
フェアトレード普及啓発事業
費

毎年５月のフェアトレード月間にあわせ、地球の課題を解決するため気軽にできる活動のひとつとしてフェアトレード講座を実施する。
一般県民

(公財）県国際交流協会
（補助）

183
社会活動推進課
多文化共生推進室

多文化共生推進グ
ループ

6 日本語教育推進事業費

　多文化共生社会の実現に向けた日本語教育のあり方をボランティア等に理解してもらい、より意義のある活動につながるよう各種講座を実
施する。また、外国人向けの日本語教室を開催するとともに、日本語教室の拠点である「日本語教室リソースルーム」として、先進的な日本
語教室活動を行い、そのノウハウを広く発信する。
■ あいち国際プラザ日本語教室の開催
外国人県民の日本語学習を支援するため、ボランティアと連携して日本語教室を開催する。
■ 日本語教室入門講座の開催
市町村、市町村国際交流協会等と連携して、地域で活動する日本語ボランティアを新たに増やすことを目的に、外国人住民の状況や日本語
ボランティアの心構えなどを学ぶ講座を開催する。
■ 日本語ボランティアスキルアップ講座の開催
地域の日本語教室ボランティアを対象に、外国人住民が日本で生活していく上で役立つ日本語を学ぶ「行動・体験型の日本語教室活動」の
ノウハウやスキルを習得するための講座を開催する。
■ リソースルームの運営
地域の日本語教育の拠点として、地域における日本語教室の実態調査を行うとともに、リソースルームボランティアやスキルアップ講座修了
生が、「行動・体験型の日本語教室」をモデル的に実施し、そのノウハウやポイント等について地域の日本語教室に発信する。

市町村・市町村国際交
流協会の担当職員、地
域日本語教室ボランティ
ア、地域日本語教室ボラ
ンティアに関心がある人
及び外国人住民

(公財）県国際交流協会
（補助）

1,843
社会活動推進課
多文化共生推進室

多文化共生推進グ
ループ

7
多文化共生社会づくり普及啓
発事業

外国人コミュニティや外国人支援NPO/NGO等と協働で、日頃からあまり関心を持たない層を対象に、多文化共生の意義を伝え、多文化共
生の地域づくりに関心を持ってもらうためのイベントを開催する。
■多文化共生理解講座

日本人県民、外国人県
民、外国につながりを持
つ子ども及び保護者

(公財）県国際交流協会
（補助）

438
社会活動推進課
多文化共生推進室

多文化共生推進グ
ループ

8
外国人県民早期適応推進事
業費

新たな外国人材の増加を見据え、来日した外国人県民がスムーズに生活できるようにするための「早期適応研修」について学識者等を構成
員とする検討会議の結果を踏まえて作成したカリキュラムや、「愛知モデル」として全国に先駆けて作成した教材及び指導者マニュアルの活
用を促進し、全国の自治体や国、受入れ企業等への普及を図る。
■カリキュラム等普及検討会議の開催
■企業におけるモデル実施及び取組モデルの発信
■カリキュラム等活用人材育成セミナーの開催
■ポータルサイトの設置による効果的な情報発信

企業関係者等
県
県（事業者へ委託）

3,756
社会活動推進課
多文化共生推進室

多文化共生推進グ
ループ

9 外国青年招致事業費

語学指導等を行う外国青年招致事業（ＪＥＴプログラム）により外国青年を招致し、国際交流事業に従事させることにより地域の国際化を推進
する。
１　事業主体
　　総務省、文部科学省、外務省及び(一財)自治体国際化協会の協力の下に、県及び県内市町が招致・雇用
２　雇用期間
　　１年。原則２回まで更新することができる。（但し、勤務実績等が優れていると認められる場合は、計４回までの
　更新が可能）
３　配置期間
　　令和２年度：令和２年９月～令和３年７月
４　人数
　　県：１人　　　市町村：２４人（２年度予定）

一般県民 県、市町 6,304 国際課
調整・留学生グルー
プ

10
外国人県民日本語教育推進
事業費

外国人県民の永住化・多国籍化に伴う、外国人県民・児童生徒の増加に対応するため、地域における日本語教育を支援する。
・「外国人県民による多文化共生日本語スピーチコンテスト」の開催
・外国人児童生徒日本語教育支援補助金による支援
・「多文化子育てサロン」設置促進事業の実施
・プレスクールの普及
・地域における初期日本語教育モデル事業の実施
・愛知県地域日本語教育推進補助金による支援

日本語教室、外国人県
民・児童生徒、外国人学
校、児童生徒を対象とし
た日本語ボランティア活
動に意欲のある者

県
市町村
ＮＰＯ等団体

28,090
社会活動推進課
多文化共生推進室

多文化共生推進グ
ループ
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NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

11
日本語学習支援基金出えん
金

外国人児童生徒が日本社会の中で日本人とともに生活していくには、日本語でのコミュニケーション能力を身につけることが不可欠であるた
め、「日本語学習支援基金」を活用し、日本語学習のための環境整備を行う。
■日本語教室への支援
・外国人児童生徒に日本語指導を行うための日本語教室を運営する者や団体に対して、日本語教室の運営に必要な経費の一部を助成す
る。
・上記日本語教室で学習する外国人児童生徒が、公益財団法人日本国際教育支援協会等が実施する日本語能力試験を受験し合格した場
合、当該受験料に相当する額を助成する。
■外国人学校への支援
・外国人児童生徒に母国の教育を行う外国人学校に対し、日本語指導者の雇用に必要な経費の一部を助成する。
・外国人児童生徒に母国の教育を行う外国人学校に対し、必要な日本語教材を給付する。
・上記外国人学校で学習する児童生徒が、公益財団法人日本国際教育支援協会等が実施する日本語能力試験を受験し合格した場合、当
該受験料に相当する額を助成する。
■その他
・地域で外国人児童生徒の学習支援活動を推進するコーディネーターを養成する。
・基金事業について寄付者や一般県民、関係機関等へ広く周知を図る。

日本語教室、外国人児
童生徒、外国人学校、日
本語学習支援基金への
寄付者

（公財）県国際交流協会
0

社会活動推進課
多文化共生推進室

多文化共生推進グ
ループ

12
愛知県国際交流協会運営費
補助金（外国人児童生徒日本
語教育推進事業）

a参照
教員OB、企業OB、学校
関係者、外国人児童生
徒向け日本語教室ボラ
ンティア

(公財）県国際交流協会
（補助）

1,926
社会活動推進課
多文化共生推進室

多文化共生推進グ
ループ

13
日本語教育適応学級担当教
員の配置

日本語指導が必要な児童生徒が在籍する小中学校に対して、その在籍人数に応じて日本語教育適応学級担当教員を配置する。
児童生徒 県

3,470,373
：計から除

く
財務施設課 管理グループ

14
外国人児童生徒教育推進事
業費

市町村教育委員会及び小中学校の要請に応じ、語学指導や生活適応指導等を行い、外国人児童生徒教育の充実に資する。
ポルトガル語４人、スペイン語４人、フィリピノ語３人

日本語教育が必要な小
中学校の児童生徒

県 40,067 義務教育課
教科指導・人権教育
グループ

15
外国人児童生徒日本語教育
支援事業費補助金

「日本語初期指導教室」の運営や、多言語翻訳機等のＩＣＴ機器を活用した教育・支援を行う市町村に対して経費の一部を補助し、外国人児
童生徒教育の充実を図る。

日本語教育が必要な小
中学校の児童生徒

市町村 29,893 義務教育課
教科指導・人権教育
グループ

113,431

p　「ものづくり」の継承と発展

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1
あいちＳＴＥＭ教育推進事業
費

a参照

高校生等 県 12,785 高等学校教育課

進路指導グループ
教科・定通指導グ
ループ
職業指導グループ

2
あいち産業科学技術総合セン
ター費本部運営費（科学教
室、施設見学）

「知の拠点あいち」を広く知ってもらうとともに、理科離れを防ぐため、科学技術教室を開催し、科学技術の普及啓発及び「知の拠点あいち」
の認知度向上に努める。 小学生、中学生等 県 295 産業科学技術課 管理・調整グループ

3
科学技術人材育成推進費（理
工系人材増進事業）

県内の中学生・高校生等を対象に、理系への興味をもってもらうため、サイエンスに関連した出前授業を開催する。
中学生、高校生等 県 727 産業科学技術課 科学技術グループ

4
科学技術人材育成推進費（科
学技術普及啓発ネットワーク
事業）

県内の幼児・小学生にサイエンスにふれあう機会を提供するため、科学技術普及啓発団体と合同で科学技術普及啓発イベントを開催する。
また、イベントの開催にあたり、団体と情報交換会を行い、指導スキル向上及びネットワークの維持・拡大を図る。 幼児、小学生 県、団体 1,243 産業科学技術課 科学技術グループ

5
科学技術人材育成推進費（若
手研究者イノベーション創出
奨励事業）

全国の優秀な若手研究者から、県内企業との共同研究や事業化などにつながる可能性があり、将来「産業や社会への貢献」が見込める夢
のある研究テーマ・アイデアを募集し、「わかしゃち奨励賞」を授与する。 40歳未満の大学院生も

しくは修了者
県、団体 1,740 産業科学技術課 科学技術グループ

6
科学技術人材育成推進費（出
張発明クラブ開催事業）

発明クラブ未設置地域等において、児童・生徒を対象に既設のクラブの指導者による工作教室を開催する。
小学生、中学生 県、団体 713 産業科学技術課

研究開発支援グルー
プ

17,503

計

計
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４　職業的自立を高める生涯学習

q　若者等に対する職業意識・職業観の醸成

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1 キャリア教育推進事業費

a参照

小学校高学年、中学校
の全学年、県立学校の
児童生徒

県
市町村

44,313

義務教育課

高等学校教育課

特別支援教育課

生徒指導・キャリア教
育グループ

進路指導グループ
職業指導グループ

指導グループ

2 若者職業支援センター事業費
若年求職者の総合就職支援施設である「ヤング・ジョブ・あいち」において、若者及びその家族を対象とした就職に関する相談、職業観の醸
成や就職力を向上させるためのセミナー等を実施する。

若年求職者及びその家
族

県 18,362 就業促進課
若年者雇用対策グ
ループ

3
就職氷河期世代就職支援事
業費

「就職氷河期世代」に対し、民間事業者のノウハウを活用して就職・正社員化の実現に向けた支援を行う。
就職氷河期世代の求職
者等

県（民間事業者へ委託） 28,944 就業促進課
若年者雇用対策グ
ループ

4 女性の活躍促進事業費

m参照
中・高校生
大学生
一般県民
事業者等

県（「働く女性の職場環
境支援」は、関係団体と
の共同主体）

9,048
男女共同参画推進
課

男女共同参画グルー
プ
女性の活躍促進グ
ループ

100,667

r　職業能力の向上

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1 教育訓練事業

労働者の職業能力向上のため、愛知県職業訓練会館の会議室を企業等が行う教育訓練の実施場所として貸し出すとともに、職業能力開発
協会が同会館で行う教育訓練の実施経費に対する補助等を行い、協会の行う生涯訓練の一環としての体系的、段階的な職業訓練の支援
を行う。

勤労者 県職業能力開発協会 6,987 産業人材育成課 技能振興グループ

2 在職者対象訓練
在職者の職業能力の向上のため、高等技術専門校において、新しい知識や技術を身につけることのできる職業訓練を実施する。

勤労者 県 12,734 産業人材育成課 公共訓練グループ

3 農業大学校農業研修費
農業を担うべき者が必要とする知識・技術・技能を発展段階等に応じて体系的に習得するための研修を実施するとともに、県民を対象に、農
業・農村に対する理解を深め、食料に関する正しい知識を普及するための研修を実施する。

農業者､一般県民、小学
生等

県 4,706 農業経営課 教育グループ

4
農業人材力強化総合支援事
業のうち農業者育成支援事業

新規就農を希望する者が農業に関する知識・技術を習得するための研修を実施するとともに、農業者が営農しながら経営のノウハウ（経営
管理、マーケティング、労務管理、財務管理等）を学ぶとともに、実践力を養成することができる「農業経営塾」を運営する。 農業者､一般県民等 県 12,044 農業経営課 教育グループ

36,471

s　社会人の学び直しの推進

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1
公立大学法人運営費交付金
の交付

ｃ参照
１～６：一般県民
７・８：一般県民、学生
９：看護師
10：現職教員等

愛知県公立大学法人
4,788,318

：計から除く
学事振興課

公立大学法人グルー
プ

計

計
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NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

2 生涯学習推進事業費

d参照
一般県民、市町村職員、
高等教育機関関係者

県、団体 7,827 生涯学習課
生涯学習推進グルー
プ

7,827計
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５　生涯学習推進体制づくり
t　生涯学習推進体制の充実

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1 生涯学習推進本部の開催

生涯学習に関する施策を総合的かつ効果的に推進する。
・本部会議　　年１回
  本部長：知事、　副本部長：副知事及び教育長、　本部員：20局長で構成
・幹事会議　　年１～２回
　生涯学習関係課室長45人で構成
・所掌事務
　生涯学習に関する総合的な企画、調整及び推進に関すること等
　○　生涯学習推進計画の進行管理
        推進計画の進行を管理するため、施策の展開に位置づけた主要事業の進捗状況を点検するとともに、数値目標に対する達成状況を
        把握し、計画の着実な推進を図る。

行政担当者 県 0 生涯学習課
生涯学習推進グルー
プ

2 生涯学習審議会費

「生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律」第10条第１項の規定に基づき、本県の生涯学習推進体制の整備充実
を図る。
・所掌事項
　生涯学習に資するための施策の総合的な推進に関する重要事項について調査審議する。
・委員：19人、年２回

一般県民 県 654 生涯学習課
生涯学習推進グルー
プ

654

u　学習情報の提供と相談体制の充実

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1 生涯学習推進事業費

d参照

一般県民、市町村職員、
高等教育機関関係者

県、団体 7,827 生涯学習課
生涯学習推進グルー
プ

7,827

v　人材・団体の育成と調査・研究の推進

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1 生涯学習指導者研修費
d参照

市町村生涯学習担当
者、社会教育施設職員

県 368 生涯学習課
生涯学習推進グルー
プ

2 生涯学習推進事業費
d参照

一般県民、市町村職員、
高等教育機関関係者

県、団体 7,827 生涯学習課
生涯学習推進グルー
プ

8,195

計

計

計
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w　生涯学習関連施設の充実

NO 事業名（施策） 目的・内容 対象者 実施主体
2020年度

当初予算額
（千円）

担当課室名 担当グループ名

1 生涯学習推進事業費

d参照
一般県民、市町村職員、
高等教育機関関係者

県、団体 7,827 生涯学習課
生涯学習推進グルー
プ

2
県図書館／図書資料収集・整
理、サービス事業

県図書館は、読書による人格形成、人間性の向上や余暇の充実に資するとともに、県民の多様な学習活動や課題解決への要望に応えるた
め、図書・雑誌などの資料・情報の収集・提供を行う。
１　資料の閲覧・貸出等による情報提供
２　レファレンスサービス等による資料調査の支援
３　所蔵資料の紹介のための自主企画事業（資料展示等）の開催

一般県民 県 48,037 文化芸術課 振興グループ

3
県美術館／コレクション展・企
画展

県美術館は、人々が芸術文化に対して抱く多様な関心と欲求に応えていくことを目指す。
■コレクション展
　 約8,100件の収蔵品の中から、時代やテーマを設定し、企画展及びコレクション企画の会期に併せて年間4回の展示替えを行っていく。各
回とも一部展示室は木村定三コレクション室として木村コレクションを随時公開する。
　
■企画展
　 美術の様々な領域に目を向け、歴史に残る優れた芸術家の回顧や新しい美術動向など時代やジャンルにとらわれない幅広い展覧会を開
催する。本年は4回の企画展を実施する。

一般県民 県 144,923 文化芸術課 振興グループ

4
県図書館／市町村図書館協
力貸出、図書館未設置町村
支援

市町村図書館との協力体制を確立し、県図書館への来館が困難な県民の資料要求に応えるとともに、図書館未設置町村への支援を行う。
１　市町村図書館への宅配便による資料搬送
２　図書館未設置町村教育委員会への貸出文庫による図書の貸出

一般県民 県 5,987 文化芸術課 振興グループ

5 県美術館／教育普及

県美術館は、人々が芸術文化に対して抱く多様な関心と欲求に応えていくことを目指す。
■教育普及
　 美術館活動を紹介したり、美術作品をよりよく理解してもらうため、展示活動だけでなく記念講演会の開催や学校の 先生方との連携によ
る鑑賞会の開催、鑑賞ガイドの作成の他、遠隔地での移動 美術館及びサテライト事業の開催により幅広い普及活動を行う。

一般県民 県 482 文化芸術課 振興グループ

6 県美術館／映像

県美術館は、人々が芸術文化に対して抱く多様な関心と欲求に応えていくことを目指す。
■上映会
　 今日の文化・芸術において、重要な位置を占めるようになった映像分野を、実験映画やビデオ・アートなど、一般の映画館では鑑賞機会の
少ないものを中心に、上映会形式で紹介する。また、映像表現の可能性を切り開くことを目的に、自主制作した「オリジナル映像作品」の上
映も行う。

一般県民 県 3,087 文化芸術課 振興グループ

7
県陶磁美術館／常設展・企画
展・特別展・テーマ展示

ｃ参照
一般県民 県 62,426 文化芸術課 振興グループ

8
県陶磁美術館／陶芸実習・陶
芸教室

陶磁文化の振興及び陶磁器に関する文化財の保存並びに県民の陶芸に対する教養の向上を図り、もって県民の陶磁文化に触れる場を提
供する。
１　実習内容　　作陶コース・絵付けコース・陶芸教室
２　期　日　　　　 通年（陶芸教室は秋期・冬期の数日間）
３　場　所　　　　 陶芸館

一般県民 県 3,281 文化芸術課 振興グループ

9
県陶磁美術館／体験型・対話
型プログラム（はじめての陶
磁美術館）

これまで陶磁美術館を訪れたことがない方から、すでにリピーターとして何度も訪れている方まで、幅広い県民ニーズに応えるとともに、新た
な陶磁文化の理解者を育てていくため、体験型・対話型プログラムを実施する。

一般県民 県 39 文化芸術課 振興グループ

10
県陶磁美術館／地域連携に
ぎわい創出事業

ｃ参照
一般県民 県 287 文化芸術課 振興グループ

11 青年の家主催事業 社会教育施設が、自然体験活動を通じた親子のふれあい等を目的として実施する事業 主に小中学生とその家
族

指定管理者 0 生涯学習課 振興グループ

12 美浜少年自然の家主催事業
社会教育施設が、自然体験活動を通じた親子のふれあい等を目的として実施する事業 主に小学生以上の子供

とその家族
指定管理者 0 生涯学習課 振興グループ

13
旭高原少年自然の家主催事
業

社会教育施設が、自然体験活動を通じた親子のふれあい等を目的として実施する事業 主に小学生以上の子供
とその家族

指定管理者 0 生涯学習課 振興グループ

14 野外教育センター主催事業
野外活動施設が、自然体験活動を通じた親子のふれあい等を目的として実施する事業 主に３歳以上の子供とそ

の家族
指定管理者 0 生涯学習課 振興グループ

15
清洲貝殻山貝塚資料館管理
費

ｃ参照 小・中学生・高校生、一
般県民

県 4,750
生涯学習課
文化財保護室

管理グループ

16
あいち朝日遺跡ミュージアム
管理運営事業費

ｃ参照
小・中学生・高校生、一
般県民

県 495,439
生涯学習課
文化財保護室

管理グループ

776,565計
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